
施策名 課題等 主な取組 《》内はコロナの影響 総合評価

①結婚・出
産環境支
援の充実

・未婚率、平均初婚年齢ともに上
昇する傾向

・不妊治療を受ける方が増加して
いるが、治療には大きな負担

・本道の地域特性を踏まえた独自
の取組等を検討することが必要

○婚活情報総合ポータルサイトによる
情報発信

○若年者に対する意識啓発の取組充実
○特定不妊治療及び不育症治療への経
済的支援

《セミナー、フォーラムの延期等》

効果的な
取組を検
討し引き
続き推進

②小児・周
産期医療
体制の確
保

・身近な地域における安全で安心
な妊娠・出産が困難

・助産師が都市部に集中している
など、地域偏在が顕著

○周産期・小児医療検討委員会を開催
○周産期母子医療センター等の産科医
療機関に対し運営費等を助成

○助産師出向支援事業を推進
《出向支援事業に遅れ》

効果的な
取組を検
討し引き
続き推進

1  分 野：生活・安心

結婚や出産の希望
をかなえる環境

づくり

①結婚・出産環境
支援の充実

（保健福祉部）

将来に夢や希
望を持てる環
境づくり

【政策の方向性と施策の関係】

安心して妊娠・
出産できる医療
体制の構築

【総合計画の指標】

A 政策の方向性：結婚や出産の希望をかなえる環境づくり

(1) 政 策 の 柱：安心して子どもを生み育てることができる環境づくりの推進

②小児・周産期医
療体制の確保
（保健福祉部）

【関連指標】

【ほか３つの関連指標】

合計特殊出生率（暦年）（施策①②)

未婚化、晩婚
化、晩産化の
傾向から依然
として全国水
準を下回り、
低い状況

(合計特殊
出生率)

1.29 1.27 1.24

1.43 1.42
1.36

1.1

1.2

1.3

1.4

1.5

h29 h30 r1 r2

実績値 目標値

全国水準

【関連指標】

若い世代への
意識啓発のた
め、出前講座
の講師の充
実、大学等と
の連携の強化
を図る

次世代教育のための出前講座実施数（施策①）

63

91 106

72
96

120

0

50

100

150

H29 H30 R1

実績値 目標値

(校)

（※）

<総合計画施策推進状況>【施策の詳細については、評価調書をご覧ください】（※）はコロナの影響等があった施策

（※）

総合周産期医療センター（指定）の整備（施策②）

周産期医療セン
ターで取扱う分
娩数が限られて
いる２つの医療
圏において、国
の指定要件を満
たすことが困難
な状況

(整備数)

4 4 4
6 6 6 6

0

5

10

H29 H30 R1 R2

実績値 目標値

参考資料５

http://www.pref.hokkaido.lg.jp/ss/sks/R2kihonchousyo/check/0401PDC.pdf
http://www.pref.hokkaido.lg.jp/ss/sks/R2kihonchousyo/check/0402PDC.pdf




施策名 課題等 主な取組 《》内はコロナの影響 総合評価

①子育て支
援の充実

・待機児童の解消が図られていな
い

・実際に持つ子どもの数が少ない
理由に、経済的な理由が最も多
く挙げられている

○認定こども園等整備費用に対する助成
○子育て世帯の負担軽減等による支援
○保育士等キャリアアップ研修への支援
○医療的ケア児を受け入れる体制整備に
要する費用への支援

効果的な
取組を検
討し引き
続き推進

②就業環境
の整備

・人口減少や少子高齢化の進行
・仕事と家庭の両立支援、女性が
活躍できる職場環境整備が重要

・企業、働き手双方への効果的な
支援施策の推進が必要

○仕事と家庭を考えるシンポジウムの開催
○出産・育児・介護に関する支援制度等を
紹介する両立支援ﾊﾝﾄﾞﾌﾞｯｸの作成、配布

○働き方改革推進企業認定制度や女性の活
躍推進に取り組む企業への表彰

《シンポジウムの中止等》

効果的な
取組を検
討し引き
続き推進

③北国らし
い個性豊
かで活力
のある住
まい・ま
ちづくり
の推進

・子育て支援などに対応した道営
住宅の整備を推進することが必
要

○子育て支援などの地域課題・広域的な需
要に対応した公営住宅整備の推進

概ね順調
に展開

④小児・周
産期医療
体制の確
保

・小児救急医療提供体制の充実な
ど、子育て中の医療面での不安
に対応できる環境づくりを推進
する必要

○保護者等の不安軽減や時間外受診の緩和
を図るため、小児救急電話相談を実施

○初期から三次救急医療に至る体系的な医
療提供体制の充実

効果的な
取組を検
討し引き
続き推進

⑤地域医療
の確保

・身近な地域での支援体制の整備
が求められる

・迅速な救急搬送体制が必要
・災害の種類や規模に応じて医療
資源を有効に活用する必要

○道の救急医療体制の現状や課題等につい
て、協議・検討

○地域の救急医療体制の情報共有や連携
○災害医療体制について、関係機関と連携
の構築

効果的な
取組を検
討し引き
続き推進

安心して子育てできる
社会の形成

②就業環境の整備
（経済部）

④小児・周産期
医療体制の確保
（保健福祉部）

⑤地域医療の確保
（保健福祉部）

③北国らしい個性豊か
で活力のある住まい・
まちづくりの推進

（建設部）

①子育て支援の
充実

（保健福祉部）

待機児童解
消、経済的
負担軽減

仕事と家庭
の両立支援

救急医療体
制の充実

公営住宅の
供給

医療面で
の不安に
対応でき
る環境づ
くり

施策間連携

【政策の方向性と施策の関係】

1 分 野：生活・安心

(1)  政 策 の 柱：安心して子どもを生み育てることができる環境づくりの推進

B    政策の方向性：安心して子育てできる社会の形成

<総合計画施策推進状況>【施策の詳細については、評価調書をご覧ください】（※）はコロナの影響等があった施策

（※）

（※）

（※）

男女平等参画社会の
実現

（環境生活部）

施策間連携

http://www.pref.hokkaido.lg.jp/ss/sks/R2kihonchousyo/check/0514PDC.pdf
http://www.pref.hokkaido.lg.jp/ss/sks/R2kihonchousyo/check/0402PDC.pdf
http://www.pref.hokkaido.lg.jp/ss/sks/R2kihonchousyo/check/0405PDC.pdf
http://www.pref.hokkaido.lg.jp/ss/sks/R2kihonchousyo/check/0801PDC.pdf
http://www.pref.hokkaido.lg.jp/ss/sks/R2kihonchousyo/check/0403PDC.pdf
http://www.pref.hokkaido.lg.jp/ss/sks/R2kihonchousyo/check/0312PDC.pdf


住宅及び多数利用建築物の耐震化率（施策⑤）

【関連指標】

<総合計画施策推進状況>

【総合計画の指標】

(％)

【ほか４つの関連指標】

1 分 野：生活・安心

(1)  政 策 の 柱：安心して子どもを生み育てることができる環境づくりの推進

B    政策の方向性：安心して子育てできる社会の形成

保育所入所待機児童数(人）(施策①)

地方における保育
士不足により、定
員まで子どもを受
け入れられない保
育所があるほか、
幼児教育・保育無
償化（R1.10～）の
影響で保育所の申
込者数が増加する
等により、目標達
成に至らなかった

(人)

129
152

134

65

0 0 0
0

100

200

H29 H30 R1 R2

実績値 目標値

幼児教育・保
育無償化
（R1.10～）
により、世帯
の負担が軽減
された効果が
表れ、目標達
成

理想とする子どもの数を持てない理由として
「子育てや教育にお金がかかりすぎるから」と
考える人の割合（％）（施策①）

(％)

40.4

59.2

32.5

36.5 36.5 32.5

32.5

20

40

60

80

100

H29 H30 R1 R2

実績値 目標値

子育て支援に配慮した公営住宅などを供給して
いる市町村数の割合（施策③）

道では道営住
宅において、
子育て支援に
配慮した公営
住宅の供給を
進め、市町村
の取組を促進
しており、順
調に増加

(％)

26.8
30.7

33.5

27.4
30.3

33.1

35.9

20
25
30
35
40

H29 H30 R1 R2

実績値 目標値

市町村子ど
も・子育て
支援事業支
援計画に基
づき計画的
に整備が実
施されたこ
とで目標達
成

認定こども園設置数（施策①）

(設置数)

284
345

414

260
283 298

450

100

200

300

400

H29 H30 R1 R2

実績値 目標値

地方における
ファミリーサ
ポートセン
ターの担い手
不足により目
標値を達成で
きていない

ファミリーサポートセンターを設置している市
町村数（施策①）

(市町村数)

61 65 6560 64
76

0

50

100

H29 H30 R1

実績値 目標値

小児二次救急を
担う関係機関に
対し、費用の助
成をしており、
道内２１の全て
の第二次医療圏
で小児二次救急
医療体制が確保

小児二次救急医療体制が確保されている第二次
医療圏数（医療圏）（施策④）

(圏数)

21 21 2121 21 21 21

0

10

20

30

H29 H30 R1 R2

実績値 目標値

小児科医の養成支
援などの取組によ
りH28から微増し
ているものの、全
人口に占める15
歳未満の人口比率
が全国と比較して
少なく、医師の確
保に影響

小児科医師数（小児人口１万人当たり）(暦年）
（施策④⑤）

16.1
15.3 15.5

17.6 17.9

14

16

18

20

h26 h28 h30 r1

実績値 目標値

(人)

全国水準

魅力的なイン
センティブに
より特に建設
業の認定が増
加。また、制
度の普及啓発
に努めたこと
から、登録数
が順調に増加

北海道働き方改革推進企業認定数（施策②）

(企業)

500
487 500

550

450

500

550

600

H29 R1 R2

実績値 目標値



施策名 課題等 主な取組 《》内はコロナの影響 総合評価

①地域全体
で子ども
を見守り
育てる社
会づくり

・児童養護施設等退所後に保護者
からの援助が受けられないこと
が多いため、経済的に厳しい

・生活保護世帯が年々増加傾向
・児童虐待相談対応件数は増加し
ており、H30は道児相において
も過去最多の3,780件

○包括的な里親養育支援（フォスタリン
グ事業）の実施

○ひとり親家庭への生活支援や親の資格
取得・職業能力開発の支援

○児童相談所の体制強化や機能強化
○地域の見守り機能の充実に向けた
ネットワークの構築

《ｺﾛﾅの影響による世帯の減収への対応等》

効果的な
取組を検
討し引き
続き推進

1 分 野：生活・安心

地域全体で子どもを見
守り育てる社会づくり

①地域全体で子どもを見
守り育てる社会づくり

（保健福祉部）

安心して養育
されるための
支援の充実

【政策の方向性と施策の関係】

子どもの貧困
対策を総合的
に推進

虐待の未然
防止

【総合計画の指標】

C 政策の方向性：地域全体で子どもを見守り育てる社会づくり

(1) 政 策 の 柱：安心して子どもを生み育てることができる環境づくりの推進

児童養護施設等における、本体施設、小規模
グループケア等及び里親やファミリーホーム
等への委託の割合（本体施設）（施策①）

(％)

66.1
64.4

68.7 67.5
66.4

60

65

70

H29 H30 R1

実績値 目標値

児童養護施設等における、本体施設、小規模
グループケア等及び里親やファミリーホーム
等への委託の割合（小規模グループケア及び
小規模児童養護施設）（施策①）

5.7 5.7

6.2 6.9 7.5

0

5

10

H29 H30 R1

実績値 目標値

(％)

児童養護施設等における、本体施設、小規模
グループケア等及び里親やファミリーホーム
等への委託の割合（里親及びファミリーホー
ム）（施策①）

(％)

28.2
29.9

25.1 25.6 26.1
20

25

30

35

H29 H30 R1

実績値 目標値

里親委託率（施策①）

※R2年度か
ら新たに設定
した指標のた
め、実績値な
し

(％)
32.7

0

20

40

H30 R1 R2

列2 基準値

【（参考）R1年度までの指標】

【（参考）R1年度までの指標】

<総合計画施策推進状況>【施策の詳細については、評価調書をご覧ください】（※）はコロナの影響等があった施策

（※）

http://www.pref.hokkaido.lg.jp/ss/sks/R2kihonchousyo/check/0404PDC.pdf




施策名 課題等 主な取組 《》内はコロナの影響 総合評価

①北海道公
立大学法人
札幌医科大
学への運営
支援

・法人が策定した中期計画及び年
度計画の進捗状況の管理が必要

・運営費交付金等により適切に運
営を行っていくことが必要

○中期計画及び年度計画の進捗状況の
管理

○運営交付金等の交付
○大学及び附属病院の施設整備の促進
《附属病院改修工事の一部延期》

効果的な
取組を検
討し引き
続き推進

②地域医療
の確保

・医師の地域偏在が著しい状況で
あり、地方の病院においては、
医師や看護師の確保に苦慮

・医療資源が広域分散型のため、
より迅速な救急搬送体制が必要

○医育大学と連携の上、地域医療支援
センターから常勤医師を派遣

○医療を担う人材の確保・養成
○遠隔、在宅医療提供体制の整備
《研修の実施方法の変更、延期等》

効果的な
取組を検
討し引き
続き推進

1 分 野：生活・安心

将来にわたり安心
できる地域医療の

確保

①北海道公立大学
法人札幌医科大学
への運営支援
（総務部）

【政策の方向性と施策の関係】

医療従事者
を育成し、
本道の地域
医療に貢献

医療提供体
制の整備

全道の医療施設に従事する医師数（人口１０
万人当たり）(暦年）（施策②)

地域医療を支える公的医療機関への医師の派遣
件数（施策①）

札幌医科大学に
おいて、地域医
療機関からの診
療支援要請に対
し積極的に派遣
を行ったが、診
察支援要請の減
少により件数が
減少

地域勤務を行
う地域枠医師
は年々増加傾
向であるが、
道外からの医
師確保のほ
か、道内に定
着を促進する
必要がある

【関連指標】

札幌医科大学
において、国
家試験に向け
た対策を行
い、目標値を
上回る合格率
となった

医師の国家試験合格率（施策①）

【総合計画の指標】

(件数)

(％)

(人)

A 政策の方向性：将来にわたり安心できる地域医療の確保

(2) 政 策 の 柱：安心で質の高い医療・福祉サービスの強化

②地域医療の確保
（保健福祉部）

【関連指標】

230.2

238.3

243.1

233.6

240.1

246.7

220

230

240

250

h26 h28 h30 R2

実績値 目標値

1294 1298

1253

1294

1350 1350

1200

1300

1400

H29 H30 R1 R2

実績値 目標値

94

98

9494 94 94

90

95

100

H29 H30 R1 R2

実績値 目標値

【関連指標】

初期救急医療の確保市町村割合（施策②)

(％)

初期救急医
療について
は全ての市
町村におい
て確保され
ている

100

100 100 100100

100 100 100

0

50

100

H29 H30 R1 R2

実績値 目標値

【ほか４つの関連指標】

全国平均

<総合計画施策推進状況>【施策の詳細については、評価調書をご覧ください】（※）はコロナの影響等があった施策

（※）

（※）

http://www.pref.hokkaido.lg.jp/ss/sks/R2kihonchousyo/check/0101PDC.pdf
http://www.pref.hokkaido.lg.jp/ss/sks/R2kihonchousyo/check/0405PDC.pdf




施策名 課題等 主な取組 《》内はコロナの影響 総合評価

①高齢者や障
がいのある
人等が安心
して暮らせ
る社会の形
成

・介護人材の安定的確保と職場
定着が重要

・各地域において「地域包括ケ
アシステム」の構築が重要

・障がいのある方の地域生活を
支える環境整備が求められる

○地域包括支援センターの機能充実
○特別養護老人ホームなどの施設の
計画的な整備

○介護の専門職の学校派遣
○「北海道障がい者差別解消推進連
絡会議」による情報共有

《各種研修会の中止、延期等》

効果的な
取組を検
討し引き
続き推進

②北国らしい
個性豊かで
活力のある
住まい・ま
ちづくりの
推進

・人口減少・少子高齢化などに
より、生活関連サービスやコ
ミュニティ機能の維持が課題

・良質な民間住宅の普及促進な
どのまちづくりを推進する必
要

○サ高住の供給が少ない地域への立
地を促すため情報提供や制度の周
知等の更なる実施

○公営住宅ストックの居住水準向上
○高齢者等の入居を拒まない民間賃
貸住宅の登録制度の普及促進

概ね順調
に展開

1 分 野：生活・安心

高齢者や障がいの
ある方々など住み
慣れた地域で安心
して暮らせる社会

の形成

①高齢者や障がいの
ある人等が安心して
暮らせる社会の形成
（保健福祉部）

地域包括ケ
アシステム
の構築

【政策の方向性と施策の関係】

差別等暮らし
づらさの解消
に向けた体制
の強化

高齢者等向け
住宅の供給

【関連指標】

【総合計画の指標】

B 政策の方向性：高齢者や障がいのある方々など住み慣れた地域で安心して暮らせる社会の形成

(2) 政 策 の 柱：安心で質の高い医療・福祉サービスの強化

②北国らしい個性豊か
で活力のある住まい・
まちづくりの推進

（建設部）

北海道福祉人材センターの支援による介護職
への就業者数（施策①)

介護人材確保
対策の一定の
政策効果が表
出し、就業者
数が増加

(就業者数)

89 150

245

143 160 168 177

0

100

200

300

H29 H30 R1 R2

実績値 目標値

【関連指標】

特別養護老人ホーム定員数（施策①）

地域の実情等
により達成に
は至っていな
い

(人)

27897 28118 28118

29002 29308 29308

29984

26000

27000

28000

29000

30000

H29 H30 R1 R2

実績値 目標値

事業者に対す
る制度周知な
どの取組の促
進により、件
数が増加

サービス付き高齢者向け住宅の登録件数
（施策②）

(戸)

18305

19490

20346

18093
18888

20048

21200

16000

18000

20000

22000

H29 H30 R1 R2

実績値 目標値

【関連指標】

ユニバーサルデザインの視点にたった公営住宅
の整備戸数が公営住宅管理戸数に占める割合
（施策②)

道では、道営住
宅において、ユ
ニバーサルデザ
インの視点に
立った公営住宅
の整備を進め、
市町村の取組を
促進しており、
順調に増加

(％)

7.2 7.8 8.4

6.8 7.4 7.9 8.4

0

5

10

H29 H30 R1 R2

実績値 目標値

【他６つの関連指標】

<総合計画施策推進状況>【施策の詳細については、評価調書をご覧ください】（※）はコロナの影響等があった施策

（※）

http://www.pref.hokkaido.lg.jp/ss/sks/R2kihonchousyo/check/0406PDC.pdf
http://www.pref.hokkaido.lg.jp/ss/sks/R2kihonchousyo/check/0801PDC.pdf




施策名 課題等 主な取組 《》内はコロナの影響 総合評価

①健康づく
りの推進

・道民の平均寿命は、生活環境の改
善、医学の進歩や生活習慣の改善
などを背景に、年々伸びている

・がんによる死亡率や肥満者の割合、
喫煙率は、全国に比べて高い

○「地域連携クリティカルパス」を活
用した医療連携体制の充実

○がん対策推進計画に基づく総合的な
がん対策の推進

○こころの電話相談窓口の設置
○市町村等と連携した麻しん風しんワ
クチンの定期予防接種の推奨

《コロナ感染症対策本部指揮室設置》
《研修、会議の中止、延期等》

効果的な
取組を検
討し引き
続き推進

1 分 野：生活・安心

道民一人ひとりの
生涯を通じた健康
づくりの推進と
疾病の予防

①健康づくりの推進
（保健福祉部）

健康づくり・歯
科保健対策の総
合的な推進

【政策の方向性と施策の関係】

がん対策の総
合的な推進

感染症対策や精
神保健対策の推
進

【関連指標】

【総合計画の指標】

C 政策の方向性：道民一人ひとりの生涯を通じた健康づくりの推進と疾病の予防

(2) 政 策 の 柱：安心で質の高い医療・福祉サービスの強化

健康寿命（男性 女性）(暦年） （施策①)

男性の健康寿
命は0.87歳の
延伸。
女性の健康寿
命は0.62歳短
縮

(年齢)

71.11
71.98

74.39
73.77

68

70

72

74

76

h25 h28 r1

男性 女性

特定健康診査受診率（施策①）

受診率向上に
向けた普及啓
発事業の実施
により徐々に
効果が見られ
るものの、引
き続き取組み
が必要

(％)

39.3 40.4 42.1

70.0 70.0 70.0 70.0

30

40

50

60

70

H27 H28 H29 H30

実績値 目標値

地域の歯科医
師会が主体的
に活動する体
制が整い、在
宅歯科医療の
一層の推進が
図られている

在宅歯科医療連携室設置数（施策①）

(設置数)

6 6 66 6 6 6

0

5

10

H29 H30 R1 R2

実績値 目標値

予防接種法に基づく予防接種（麻しん・風疹）
の接種率（施策①)

接種勧奨を進
めることで、
概ね目標値を
達成

(％)

93.5

95.3

92.5

95

95

95 95

92

93

94

95

96

H29 H30 R1 R2

実績値 目標値

【ほか８つの関連施策】

<総合計画施策推進状況>【施策の詳細については、評価調書をご覧ください】（※）はコロナの影響等があった施策

（※）

http://www.pref.hokkaido.lg.jp/ss/sks/R2kihonchousyo/check/0407PDC.pdf




施策名 課題等 主な取組 《》内はコロナの影響 総合評価

①自然環境
及び生活環
境の保全

・多くの生物が絶滅の危機に瀕し
ている

・生物多様性の保全や持続可能な
自然環境の利用を総合的に進め
ていくことが必要

・環境基準の達成率が低い項目が
一部に見られる

○自然公園の適正な利用のための施設の整
備・維持管理

○ポータルサイトによる生物多様性保存に
関する取組の情報発信

○水辺での環境保全活動に取り組む団体の
活動を支援

○水道施設の更新や維持管理などの老朽化
対策や応急給水体制の整備促進

概ね順調
に展開

②土地水対
策の総合的
推進及び水
資源保全の
推進

・水源周辺における利用目的が明
らかでない大規模な土地取引が
確認されている

・水源周辺の適正な土地利用の確
保が求められている

・水資源の保全に関する施策を総
合的に進めていくことが必要

○水資源保全地域を指定
○水資源保全地域における市町村の公有地
化の支援

○権利の移転等に係る事前届出制度の運用
と周知

○企業版ふるさと納税を活用した官民連携
による水資源保全プロジェクトの実施

概ね順調
に展開

③森林資源
の循環利用
の推進によ
る林業及び
木材産業等
の振興

・地球温暖化防止や国土の保全な
ど、森林の有する多面的機能を
発揮する必要

・森林資源の循環利用を着実に進
め計画的に健全な森林の整備・
保全を図る必要

○森林情報に関するクラウドシステムの機
能充実や職員向け研修の実施

○パネル展等による森林認証の理解促進
○荒廃山地の復旧・予防対策等を実施
○道有林野における計画的な森林整備

効果的な
取組を検
討し引き
続き推進

④大規模自
然災害対
策の推進

・生態系や景観など自然環境に配
慮した整備を進める必要

○既設ダムを有効活用する「ダム再生」の
取組を推進

○生態系や景観などに配慮した河川整備等
の推進

概ね順調
に展開

②土地水対策の総
合的推進及び水資
源保全の推進
（総合政策部）

③森林資源の循
環利用の推進に
よる林業及び木
材産業等の振興
（水産林務部）

④大規模自然災害
対策の推進
（建設部）

①自然環境及び生
活環境の保全
（環境生活部）

自然環境の
保全や適正
利用の促進

地域の特性
に応じた森
林づくり

水資源保全
地域指定の
推進

環境に配慮
した治水対
策を推進

施策間連携

施策間連携

【政策の方向性と施策の関係】

1 分 野：生活・安心

(3)  政 策 の 柱：豊かで優れた自然・生物多様性の保全とその継承

A    政策の方向性：豊かな自然の価値・恵みの保全と次代への継承

施策間連携

豊かな自然の価
値・恵みの保全と
次代への継承

施策間連携

（※）

<総合計画施策推進状況>【施策の詳細については、評価調書をご覧ください】（※）はコロナの影響等があった施策

http://www.pref.hokkaido.lg.jp/ss/sks/R2kihonchousyo/check/0201PDC.pdf
http://www.pref.hokkaido.lg.jp/ss/sks/R2kihonchousyo/check/0701PDC.pdf
http://www.pref.hokkaido.lg.jp/ss/sks/R2kihonchousyo/check/0802PDC.pdf
http://www.pref.hokkaido.lg.jp/ss/sks/R2kihonchousyo/check/0301PDC.pdf


大気環境基準達成率（施策①） 水質環境基準達成率（施策①②）

閉鎖性水域であ
る湖沼の環境基
準達成率が低
く、未達成で
あったことか
ら、引き続き、
水質汚濁防止法
に基づく立入検
査・指導などに
取り組む

二酸化硫黄、二
酸化窒素、浮遊
粒子状物質の大
気環境基準は全
測定局で達成

【関連指標】

<総合計画施策推進状況>

【総合計画の指標】

水資源保全地域
の意向調査から
可能性のある市
町村に対して積
極的なPRを行う
ことで、新たな
地域が指定さ
れ、目標値を達
成

水資源保全地域数（施策②）

上水道の基幹管路の耐震適合率（施策①）

水道施設の耐震
化事業の実施に
より、基幹管路
の耐震化適合率
は着実に増加し
ており、目標の
達成に向けて、
概ね順調に推移

危険地区の見直
しや、胆振東部
地震の林地崩壊
により再整備が
必要となったこ
とから、実績値
が減少し達成率
が低下

周辺の森林の山地災害防止機能等が適切に発揮
される集落の数（施策③）

(％) (％)

(％) (集落数)

(地域)

【ほか１つの関連指標】

1 分 野：生活・安心

(3)  政 策 の 柱：豊かで優れた自然・生物多様性の保全とその継承

A    政策の方向性：豊かな自然の価値・恵みの保全と次代への継承

100 100 100

100 100 100 100
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H29 H30 R1 R2

実績値 目標値

92 91.2 90.8

93.9 94.7 95.4 96.0
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100

H29 H30 R1 R2

実績値 目標値

41.3 43.5 44.0

43.3 44.4 45.5 47.7
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H28 H29 H30 R1

実績値 目標値

4341 4345 4346

4551 4565 4582 4599

4200

4400

4600

H29 H30 R1 R2

実績値 目標値

176
177

179

177
178

179
180

174

176

178

180

H29 H30 R1 R2

実績値 目標値

公益的機能の発
揮が求められる
森林において、
区域内の立木の
一部を保残する
伐採方法が定着
した結果、育成
複層林の面積は
順調に増加

育成単層林・育成複層林・天然生林別森林
面積（千ha）（うち育成複層林の面積）
（施策③）

(千ha)

計画的に森
林整備を進
めており、
最終目標達
成に向け順
調に増加

道有林における育成複層林など多様な森林に
誘導する人工林の面積（千ha）（施策③）

720
753 758

715 721 728 734
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H28 H29 H30 R1

実績値 目標値

(千ha)
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H29 H30 R1

実績値 目標値

最終目標に
向けて計画
どおり推移

管理用小水力発電を導入した道管理ダム
（施策④）

(基)

5
6 6

5
6 6

7

0
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H29 H30 R1 R7

実績値 目標値



施策名 課題等 主な取組 《》内はコロナの影響 総合評価

①野生動物
等の適正
な管理

・野生鳥獣や外来種の分布拡大は
農林水産業への被害や、本道の
生物多様性の保全にも悪影響

・適正な個体数管理や外来種の防
除などの取組を推進する必要

○希少野生動植物種保護の取組
○ICT技術の活用とエゾシカ利活用の推進
○ヒグマ対策技術者育成の捕獲事業を実施
○動物愛護の普及啓発及び適正飼養の推進
《研修会、シンポジウムの延期等》

効果的な
取組を検
討し引き
続き推進

②鳥獣によ
る農業被
害防止対
策の推進

・野生鳥獣による農林水産業被害、
生活被害が甚大

・農業被害は、平成23年度をピー
クに漸減傾向だが、被害の発生
が全道的に広がっている状況

○地域が行う捕獲活動や農用地への侵入防
止柵の整備、エゾシカの有効活用などの
取組を総合的に支援

○関係機関と連携した広域的な捕獲体制の
構築や、捕獲環境の整備

効果的な
取組を検
討し引き
続き推進

③エゾシカ
森林被害
対策の推
進

・農林水産業への被害や人身事故
の発生などが大きな脅威

・適正な生息水準の早期実現に向
けた対策が必要

・国有林・民有林等の関係機関が
森林被害対策を一体的に実施す
ることが重要

○被害防除対策や捕獲対策への支援
○市町村等による捕獲が困難な鳥獣保護区
等におけるエゾシカ捕獲事業を実施

○「エゾシカ森林被害対策連絡会」を通じ
て技術向上研修等を実施

○関係機関と連携した林道除雪や管理型捕
獲（モバイルカリング）を実施

効果的な
取組を検
討し引き
続き推進

④海獣等に
よる漁業
被害対策
の推進

・来遊する海獣類により深刻な漁
業被害が発生しており、漁業被
害防止対策を総合的に推進する
必要

・外来魚が在来種の資源量や生態
系に与える影響が懸念

○駆除や強化網導入等被害防止対策を実施
○経験の浅い漁業者ハンター等に対して技
能向上のための実践研修を実施

○各種会議等を通じ漁業被害防止対策に係
る情報共有を推進

○外来魚の駆除・調査・拡散防止等の指導

概ね順調
に展開

総合的な鳥
獣被害防止
対策を支援

エゾシカに
よる森林被
害対策

漁業被害対
策を総合的
に推進

施策間連携

施策間連携

【政策の方向性と施策の関係】

1 分 野：生活・安心

(3)  政 策 の 柱：豊かで優れた自然・生物多様性の保全とその継承

B    政策の方向性：人と自然・生き物が共生する社会づくり

エゾシカ個体数指数（東部地域、西部地域）
（施策①②③）

H30・R1の国
有林・道有林の
入林規制強化、
R1の暖冬少雪
により捕獲数が
減少し、頭数が
増加した可能性
がある

【総合計画の指標】

(個体指数)

114 120
128

68
109

82 71

268 264 257

200 218 188 175

0

100

200

300

H29 H30 R1 R2

東部実績値 東部目標値

西部実績値 西部目標値

認証施設の食肉処理頭数 （施策①)

※今年度新たに
設定した指標の
ため、過年度の
目標値なし

(頭)

11502 12560
15000

0

5000

10000

15000

H30 R1 R2

実績値 目標値

【ほか１つの関連指標】

<総合計画施策推進状況>【施策の詳細については、評価調書をご覧ください】（※）はコロナの影響等があった施策

（※）

自然環境の
保全や適正
利用の促進

①野生動物等の適正
な管理

（環境生活部）

④海獣等による漁
業被害対策の推進

（水産林務部）

②鳥獣による農業被
害防止対策の推進

（農政部）

③エゾシカ森林被
害対策の推進
（水産林務部）

人と自然・生き物
が共生する社会づ

くり

http://www.pref.hokkaido.lg.jp/ss/sks/R2kihonchousyo/check/0302PDC.pdf
http://www.pref.hokkaido.lg.jp/ss/sks/R2kihonchousyo/check/0703PDC.pdf
http://www.pref.hokkaido.lg.jp/ss/sks/R2kihonchousyo/check/0606PDC.pdf
http://www.pref.hokkaido.lg.jp/ss/sks/R2kihonchousyo/check/0702PDC.pdf




施策名 課題等 主な取組 《》内はコロナの影響 総合評価

①地球温暖
化対策の
推進と環
境に配慮
する人づ
くり

・温室効果ガス排出割合が高く、
道民一人当たりの排出量は全国
平均よりも高い

・多くの再生可能ｴﾈﾙｷﾞｰ賦存量を
有しているが活用が不十分

・環境に配慮したライフスタイル
の定着を図ることが必要

○環境学習講座への講師派遣などによる、
環境教育の推進、環境教育指導者等の
育成、自主的な環境学習の支援

○地球温暖化防止活動推進員の講師派遣
○省エネ３Sキャンペーンの展開
○水素エネルギー利活用の普及啓発
《PRイベント、セミナーの中止等》

効果的な
取組を検
討し引き
続き推進

②環境・エ
ネルギー
産業の振
興

・将来にわたり、エネルギーが安
定的に供給されることが重要

・エネルギーの地産地消の促進な
どエネルギー資源を最大限に活
用する取組を進めることが必要

・環境産業の育成・振興を図るこ
とが重要

○北海道新エネルギー導入加速化基金
を活用した地域のエネルギー地産地
消の取組を支援

○環境関連技術開発の事業への補助
○水素関連産業の形成促進に向け、実
証事業誘導や道内企業の参入支援

《セミナー、道外展示会の延期等》

効果的な
取組を検
討し引き
続き推進

1 分 野：生活・安心

低炭素型ライフスタイ
ルの促進や水素エネル
ギーの活用など地球環
境保全の取組促進

再生可能エネ
ルギーの開
発・導入促進

施策間連携

【政策の方向性と施策の関係】

環境に配
慮した社
会の実現

エネルギーの効率的利用の目標【産業部門】
エネルギー消費原単位(GJ/百万円)（施策②）

省エネ法に基
づく対策など
各事業者の省
エネの取組が
進んでいる

【関連指標】

高効率機器や
家庭用燃料電
池への切り換
えが進むなど
家庭における
省エネ対策に
より堅調に推
移

エネルギーの効率的利用の目標【家庭部門】
エネルギー消費原単位(GJ/人) （施策②）

【総合計画の指標】

(GJ/百万円)

(GJ/人)

A 政策の方向性：低炭素型ライフスタイルの促進や水素エネルギーの活用など地球環境保全
の取組促進

(4) 政 策 の 柱：環境への負荷が少ない持続可能な社会の構築

②環境・エネル
ギー産業の振興
（経済部）

温室効果ガス排出量（万t-CO2） （施策①②)

民生部門にお
いて、世帯数
の増加やオ
フィスのOA化
による電力使
用量が増加

(万ｔ)

6582

6984 7017

6180 6164 6099

5500

6000

6500

7000

7500

H2 H27 H28 R2

実績値 目標値

【関連指標】

41.1

43.343.8 43.3
42

38

40
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44

46

H28 H29 R2

実績値 目標値

29 28.8
25.7 25.3 24.1

0

20

40

H28 H29 R2

実績値 目標値

【関連指標】

省エネ法に基づ
く対策など、
LEDや省エネ型
IT機器、コー
ジェネレーショ
ンの導入や節電
の取組により堅
調に推移

エネルギーの効率的利用の目標【業務部門】
エネルギー消費原単位（GJ/㎡）（施策②）

(GJ/㎡)

3.3
3.2

3.4 3.4
3.3

3

3.2

3.4

3.6

H28 H29 R2

実績値 目標値

【ほか２つの関連指標】

①地球温暖化対策
の推進と環境に配
慮する人づくり
（環境生活部）

<総合計画施策推進状況>【施策の詳細については、評価調書をご覧ください】（※）はコロナの影響等があった施策

（※）

（※）

http://www.pref.hokkaido.lg.jp/ss/sks/R2ihonchousyo/check/0512PDC.pdf
http://www.pref.hokkaido.lg.jp/ss/sks/R2kihonchousyo/check/0303PDC.pdf




施策名 課題等 主な取組 《》内はコロナの影響 総合評価

①循環型社
会の形成

・バイオマスの種類や量に、地域
的な偏りがあるため、特性に応
じ利活用システムの構築が必要

・産業廃棄物の種類によってリサ
イクルが進んでいない

・リサイクル産業のさらなる育成
やリサイクル製品の利用拡大を
図ることが必要

○バイオマスネットワーク会議での効
率的な利活用システム等の情報共有

○バイオマス産業都市構想策定の支援
○３Ｒハンドブックの作成・配布や３
Ｒ推進フェア・キャンペーンの実施

○市町村災害廃棄物処理計画策定の支援
○リサイクル技術の研究開発への支援
《会議、事例報告・検討会の延期等》

効果的な
取組を検
討し引き
続き推進

1 分 野：生活・安心

北海道らしい循環型
社会の形成

①循環型社会の形成
（環境生活部）

北海道らしい
循環型社会の
形成を促進

【政策の方向性と施策の関係】

持続的発展
が可能な社
会の構築

循環利用率（％）（施策①) 廃棄物の最終処分量(万ｔ）（施策①）

目標達成に向
けて順調に推
移

※今年度新た
に基準値を設
定したため、
実績値なし

※５年ごとの
調査のため、
今年度の実績
値はなし

【関連指標】

市町村におい
て災害廃棄物
処理実務の専
門的な情報、
知見が不足し
ているなどの
ため低調に推
移

市町村における災害廃棄物処理計画の策定率
（％）（施策①）

【総合計画の指標】

(万ｔ)

(％)

(％)

B 政策の方向性：北海道らしい循環型社会の形成

(4) 政 策 の 柱：環境への負荷が少ない持続可能な社会の構築
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<総合計画施策推進状況>【施策の詳細については、評価調書をご覧ください】（※）はコロナの影響等があった施策

（※）

http://www.pref.hokkaido.lg.jp/ss/sks/R2kihonchousyo/check/0304PDC.pdf




施策名 課題等 主な取組 《》内はコロナの影響 総合評価

①交通安全
対策の推
進

・全死者に対して高齢者が半数以
上の高い割合を占めている

・交通死亡事故の抑止に向けた対
策を強力に推進する必要

○交通事故情勢を踏まえた効果的・効率的
な交通安全活動の推進

○交通事故抑止に資する交通指導取締りの
推進

○高齢者講習など高齢運転者に対する支援

概ね順調
に展開

②交通事故
のないま
ちづくり

・高齢運転者が原因となった事
故の割合が増加

・道内で飲酒運転を伴う死亡事故
が後を絶たない

○飲酒運転根絶に向けた普及啓発
○夜光反射材の配布など高齢者の事故防止
対策を実施

○高齢者運転免許自主返納ｻﾎﾟｰﾄ制度の運用

概ね順調
に展開

③治安対策
の推進

・特殊詐欺では、認知件数・被害
額ともに高い水準

・人身安全関連事案や国際テロ、
サイバー空間の脅威も深刻化

○特殊詐欺の予防活動及び捜査の強化
○人身安全関連事案への迅速な対応
○暴力団、薬物事犯等の取締りの強化
○テロの未然防止に向けた官民連携及び有
事即応体制の強化

○サイバー犯罪の取締り強化

概ね順調
に展開

④安全で安
心な地域
づくり

・安全で安心な地域づくりに向け
た道民運動の推進が必要

・犯罪被害者等への総合的な支援
が必要

○自主防犯活動の表彰等ﾎﾞﾗﾝﾃｨｱ活動の促進
○ﾒｰﾙﾏｶﾞｼﾞﾝの周知や登録者の増加促進
○北海道犯罪被害者等支援懇談会の開催
《地域安全運動、交流会の中止・延期等》

効果的な
取組を検
討し引き
続き推進

⑤薬物乱用
防止対策
の推進

・今後の社会を担うべき青少年の
乱用問題が深刻化

・若年層の大麻による薬物事犯が、
依然として後を絶たない

○普及啓発、薬物乱用防止教室実施、麻薬
等の適正管理・使用に向けて立入検査

○野生大麻及び不正けしの除去対策
《街頭啓発の延期、除去対策の規模縮小等》

効果的な
取組を検
討し引き
続き推進

⑥安全・安
心な教育
環境づく
り

・犯罪が後を絶たない
・様々な災害に備える必要
・国際的な分野で活躍できる人材
の育成が必要

○防犯教室の開催など、学校における生活
安全に関する教育の充実

○交通安全に関する教育の充実
○災害安全に関する教育の充実

概ね順調
に展開

⑦消費生活
の安定と
向上の推
進

・様々な消費者被害が依然として
後を絶たない

・消費生活に関する知識の習得な
ど消費者の自立支援を図る必要

○市町村における消費生活相談体制の維持
強化等を図る取組を支援

○食品、景品類の不当表示等の監視・指導
○消費者教育の担い手育成のｾﾐﾅｰを開催

概ね順調
に展開

⑧生活衛生
対策の推
進

・大型商業施設や生活衛生関係施
設の衛生的環境の確保が必要

・温泉付随ガスによる事故防止の
ため適切な管理が必要

○特定建築物の届出受理及び報告徴収
○生活衛生関係営業施設の許可や監視指導
○民泊施設に対する衛生確保に関する指導
《施設の立入検査の事業を一部中止》

効果的な
取組を検
討し引き
続き推進

②交通事故のない
まちづくり

（環境生活部）

⑧生活衛生対策の
推進

（保健福祉部）

④安全で安心な地
域づくり

（環境生活部）

⑥安全・安心な教
育環境づくり
（教育庁）

⑤薬物乱用防止対
策の推進

（保健福祉部）

③治安対策の推進
（警察本部）

①交通安全対策の
推進

（警察本部）

安全で安
心な社会
づくり

安心して暮
らせる北海
道の実現

犯罪のない安
心で安全な社
会づくり

衛生的環
境の確保

薬物乱
用・再使
用防止

住民の自主防
犯活動の促進

施策間連携

【政策の方向性と施策の関係】

1 分 野：生活・安心

(5)  政 策 の 柱：道民生活の安全の確保と安心の向上

A    政策の方向性：道民の命とくらしを守る安全・安心な社会づくり

⑦消費生活の安定
と向上の推進
（環境生活部）

交通死亡
事故抑止
の取組

消費者教育、被
害の防止・救済

<総合計画施策推進状況>【施策の詳細については、評価調書をご覧ください】（※）はコロナの影響等があった施策

（※）

（※）

（※）

道民の命とくらしを守
る安全・安心な社会づ

くり

http://www.pref.hokkaido.lg.jp/ss/sks/R2kihonchousyo/check/0305PDC.pdf
http://www.pref.hokkaido.lg.jp/ss/sks/R2kihonchousyo/check/0409PDC.pdf
http://www.pref.hokkaido.lg.jp/ss/sks/R2kihonchousyo/check/0306PDC.pdf
http://www.pref.hokkaido.lg.jp/ss/sks/R2kihonchousyo/check/1102PDC.pdf
http://www.pref.hokkaido.lg.jp/ss/sks/R2kihonchousyo/check/0408PDC.pdf
http://www.pref.hokkaido.lg.jp/ss/sks/R2kihonchousyo/check/2101PDC.pdf
http://www.pref.hokkaido.lg.jp/ss/sks/R2kihonchousyo/check/2102PDC.pdf
http://www.pref.hokkaido.lg.jp/ss/sks/R2kihonchousyo/check/0307PDC.pdf


迅速・的確な
初動捜査をは
じめ、客観証
拠を重視した
捜査を推進し
たことによ
り、目標値を
大きく上回る

犯罪の抑止につ
ながる警戒・検
挙活動や犯罪情
勢に即した犯罪
抑止対策など
様々な取組の実
施により刑法犯
認知件数が減少

【関連指標】

消費者被害防
止地域ネット
ワーク設置促
進事業（H26
～）の取組の
効果が表れ、
目標を達成

消費者被害防止地域ネットワーク組織数（施策⑦）

<総合計画施策推進状況>

【総合計画の指標】

市町村教育委
員会や学校の
実情に応じた
取組の実施を
働きかけ、学
校において防
犯教育の意識
が高まった

防犯訓練等の実施状況（小学校、中学校、
高等学校）（施策⑥）

二次医療圏ご
とに地区協議
会を設置し、
目標を達成

交通事故死者数（人）（暦年）（施策①②）

高齢者をはじめと
した歩行者保護を
重点とし、街頭指
導や交通安全活動
を推進するととも
に、交通取締りを
効率的に実施する
など、各種施策を
推進しており、高
水準を維持

薬物乱用防止啓発活動を行っている北海
道薬物乱用防止指導員各地区協議会数
（施策⑤）

各種イベント
や啓発活動に
おいて積極的
にPRをしたこ
とにより増加

「安全安心な地域づくりメールマガジン」
登録者数（施策④）

(件) (％)

(人)

(登録者数)

(％)
(協議会数)

(組織数)

【ほか１つの関連指標】

1 分 野：生活・安心

(5)  政 策 の 柱：道民生活の安全の確保と安心の向上

A    政策の方向性：道民の命とくらしを守る安全・安心な社会づくり
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刑法犯認知件数（暦年）（件）(施策③⑤) 重要犯罪の検挙率（暦年）（％）（施策③⑤）



施策名 課題等 主な取組 《》内はコロナの影響 総合評価

①食品衛生
対策の推
進

・食関連産業は、本道経済を支え
る産業として重要な役割

・食品への信頼を揺るがす事件・
事故の発生を防止する必要

○食品関係施設の監視指導や、道内で流通
する食品等の検査を実施

○HACCPの制度化周知と導入促進
○食肉・食鳥検査、施設の衛生管理指導
《監視や検査の一部中止、PRｲﾍ゙ ﾝﾄの中止等》

効果的な
取組を検
討し引き
続き推進

②高付加価
値農業の
推進

・国際的にも通用する食の安全・
安心の確保が一層必要

・食の安全・安心に対する一層の
信頼確保が求められている

○食の安全・安心の確保に関する各種施策
を総合的に推進

○国際水準ＧＡＰの産地への導入促進
○道民運動としての食育を推進
《研修会、セミナーの中止等》

効果的な
取組を検
討し引き
続き推進

③安全・安
心な水産
物の安定
供給と競
争力強化

・水産物の国内消費は減少傾向に
あり、需給バランスの崩れなど
魚価への影響が懸念

・安全かつ良質な製品の安定供給
並びに国内外への積極的な情報
発信などに取り組む必要

○各地域で水揚げされた水産物や海水の放
射性物質のモニタリング

○産地市場における衛生管理レベル向上の
ための指導

○HACCP認定取得促進のため講習会を開催

効果的な
取組を検
討し引き
続き推進

豊かな食生活を実現
する食の安全・安心

の確保

②高付加価値農業
の推進

（農政部）

③安全・安心な水
産物の安定供給と

競争力強化
（水産林務部）

①食品衛生対策の
推進

（保健福祉部）

食品の安全
性確保対策

衛生管理・鮮
度保持に関す
る取組を推進

施策間連携

【政策の方向性と施策の関係】

1 分 野：生活・安心

(5)  政 策 の 柱：道民生活の安全の確保と安心の向上

B    政策の方向性：豊かな食生活を実現する食の安全・安心の確保

HACCP手法による衛生管理導入施設数（累計）
(施策①②③)

HACCPの制
度化周知や
技術的支援
などによ
り、HACCP
の導入は着
実に進んで
いる

【総合計画の指標】

(施設数)

1367
1480

1583
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1650
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1500
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H29 H30 R1 R2

実績値 目標値

<総合計画施策推進状況>【施策の詳細については、評価調書をご覧ください】（※）はコロナの影響等があった施策

（※）

（※）

施策間連携

施策間連携

【関連指標】

食育推進計画作成市町村数（累計）
（施策②）

概ね順調に
増加

(市町村)

100
125 126 139
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実績値 目標値

食の安全・安心の
確保や食育の推進

http://www.pref.hokkaido.lg.jp/ss/sks/R2kihonchousyo/check/0601PDC.pdf
http://www.pref.hokkaido.lg.jp/ss/sks/R2kihonchousyo/check/0704PDC.pdf
http://www.pref.hokkaido.lg.jp/ss/sks/R2kihonchousyo/check/0410PDC.pdf




施策名 課題等 主な取組 《》内はコロナの影響 総合評価

①人権が尊
重される
社会の実
現

・女性に対する暴行や子どもへの
虐待、インターネットを利用した
人権侵害が増加

・人権問題を取り巻く状況の複雑化
・検挙者の半数近くを再犯者が占め
ており、再犯防止対策が必要

○スポーツ組織と連携協力した人権尊
重の啓発事業を実施

○「社会を明るくする運動」の推進、
啓発パネル展の実施

○関係機関が参画する北海道再犯防止
推進会議による対策の情報共有

○北海道再犯防止推進計画の策定

概ね順調
に展開

②アイヌの
人たちの
社会的・
経済的地
位の向上

・アイヌの人たちの教育や生活な
どにおいて、なお道民一般との
格差が見られる

・アイヌの人たちへの生活向上施
策を推進し、その社会的・経済
的地位の向上を図る必要

○道内に居住するアイヌの子弟で高等
学校等に進学する能力を持ちながら
経済的理由により修学が困難な者に
対する支援

○市町村が設置する生活館の整備及び
運営に対する支援

○（公社）北海道アイヌ協会が行うア
イヌ工芸品の振興に対する支援

○「アイヌの人たちの生活向上に関す
る推進方策（第３次）」が令和２年
度で終了するため、アイヌ政策を総
合的に推進するための後継となる方
策を策定

効果的な
取組を検
討し引き
続き推進

1 分 野：生活・安心

人々が互いに尊重
しあう社会づくり

①人権が尊重される社会
の実現

（環境生活部）

真に人権が
尊重される
社会の実現

施策間連携

【政策の方向性と施策の関係】

アイヌの人たち
の社会的・経済
的地位の向上

人権侵犯事件数（人口10万人あたり）の全国
平均値比較（暦年） （施策①)

基本的人権の尊
重についての正
しい理解と人権
意識の普及に向
けた取組を進め
ており、人権侵
犯事件数は、全
国の平均値を下
回る

【総合計画の指標】

(平均値比較)

C 政策の方向性：人々が互いに尊重しあう社会づくり

(5) 政 策 の 柱：道民生活の安全の確保と安心の向上

②アイヌの人たちの社会
的・経済的地位の向上

（環境生活部）
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h29 h30 r1 r2

実績値 目標値

<総合計画施策推進状況>【施策の詳細については、評価調書をご覧ください】（※）はコロナの影響等があった施策

http://www.pref.hokkaido.lg.jp/ss/sks/R2kihonchousyo/check/0308PDC.pdf
http://www.pref.hokkaido.lg.jp/ss/sks/R2kihonchousyo/check/0309PDC.pdf




施策名 課題等 主な取組 《》内はコロナの影響 総合評価

①総合的な
危機対策
の推進

・「減災」の考え方を防災の基本
理念とした様々な対策を組み合
わせて災害に備える必要

・自主防災組織活動カバー率は全
国平均を大きく下回る状況

・大規模災害にも対応できるよう
地域防災体制の強化が必要

○災害対策本部(地方本部)運営訓練の実施
○自主防災組織の結成促進
○北海道地域防災マスター認定研修会実施
○地域防災ﾐｰﾃｨﾝｸﾞ開催による市町村支援
○災害時の物資支給等に係る連絡体制整備
○防災教育アドバイザーの派遣
《地域防災ﾐｰﾃｨﾝｸﾞ、訓練の延期等》

効果的な
取組を検
討し引き
続き推進

②安全・安
心な教育
環境づく
り

・大規模な地震・津波の発生など
自然災害リスクが存在

・防災教育の推進など、災害に対
する意識向上を図る必要

・住民生活や地域の活性化に不可
欠なインフラ整備が十分に進ん
でいない

○学校における生活・交通安全教育の充実
○防災教育啓発資材の配布
○実践事例集の作成・配布による啓発
○市町村による学校安全計画の見直し等の
指導・助言

○関係市町村への長寿命化・耐震化促進に
向けた情報提供、要請

概ね順調
に展開

③防災危機
管理対策
の推進

・大雨等災害にみられる大規模な
風水害の発生が常態化

・千島海溝を震源とする巨大地
震・津波の発生の可能性が指摘
される

・防災関係機関と連携した対策を
推進し、災害に備える必要

○災害訓練の実施、災害警備計画等の不断
の見直し、広報活動の強化、災害救助犬
の育成

○原発災害時の避難誘導に係る態勢の確立、
対策資機材の整備・活用

○光ビーコン、交通情報板、自動起動式信
号機電源付加装置、災害警備に必要な資
機材等の計画的な整備

概ね順調
に展開

④高齢者や
障がいの
ある人等
が安心し
て暮らせ
る社会の
形成

・高齢者や障がいのある方の地域
生活を支える環境整備が求めら
れる

○市町村における福祉避難所の確保の支援

効果的な
取組を検
討し引き
続き推進

防災体制の整備や防災
教育による地域防災力

の向上

④高齢者や障がいの
ある人等が安心して
暮らせる社会の形成

（保健福祉部）

③防災危機管理対策
の推進

（警察本部）

②安全・安心な
教育環境づくり

（教育庁）

①総合的な危機対策
の推進

（総務部）

地域防災
力を強化

災害に対す
る意識向上

地域包括ケ
アシステム
の構築

災害等の危
機管理対策
を強化

施策間連携

施策間連携

【政策の方向性と施策の関係】

1 分 野：生活・安心

(6)  政 策 の 柱：安全・安心な生活の基礎となる防災体制の確立

A    政策の方向性：防災体制の整備や防災教育による地域防災力の向上

<総合計画施策推進状況>【施策の詳細については、評価調書をご覧ください】（※）はコロナの影響等があった施策

（※）

（※）

http://www.pref.hokkaido.lg.jp/ss/sks/R2kihonchousyo/check/0406PDC.pdf
http://www.pref.hokkaido.lg.jp/ss/sks/R2kihonchousyo/check/2103PDC.pdf
http://www.pref.hokkaido.lg.jp/ss/sks/R2kihonchousyo/check/1102PDC.pdf
http://www.pref.hokkaido.lg.jp/ss/sks/R2kihonchousyo/check/0102PDC.pdf


【関連指標】

<総合計画施策推進状況>

【総合計画の指標】

福祉避難所の
確保拡大に向
けた働きかけ
や課題解決等
の支援をして
おり、目標達
成

福祉避難所の指定状況（％）（施策④）

(％)

【ほか１つの関連指標】

1 分 野：生活・安心

(6)  政 策 の 柱：安全・安心な生活の基礎となる防災体制の確立

A    政策の方向性：防災体制の整備や防災教育による地域防災力の向上

自主防災組織活動カバー率（％）(施策①)

市町村に対し引
き続き算出方法
の周知等を図っ
ていくととも
に、現状につい
てのヒアリング
を実施

(％)

56.2 59.7 60.5

70
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84.1
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70

90

H29 H30 R1 R2

実績値 目標値

防災に対す
る意識は
年々向上し
ている

防災訓練の実施市町村数（施策①）

(市町村)

155

173 173
179 179 179 179

140
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160
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180

190

H29 H30 R1 R2

実績値 目標値

耐震化は上昇し
ているが、市町
村の財政状況な
どの理由により
耐震対策の進捗
が遅れている市
町村がある

公立学校の耐震化に向けた取組状況（施策②）

(％)

94.4
95.8 96.2

97.3

100 100 100 100

90

95

100

H29 H30 R1 R2

実績値 目標値

耐震化整備に
係る補助事業
の実施により
社会福祉施設
の耐震化は着
実に進んでい
る

社会福祉施設の耐震化率（％）（施策④）

(％)

84.3 85.6 86.6

85.5
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91.2
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H27 H28 H29 H30

実績値 目標値

令和元年７月
25日に北海道
警察災害警備
訓練を実施

北海道警察災害警備訓練の実施件数（回）
（施策③）

(回)

1 1 11 1 1 1
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2

H29 H30 R1 R2

実績値 目標値

80
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100 100
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H29 H30 R1 R2

実績値 目標値

市町村の財政
状況などの理
由により進捗
が遅れている
市町村がある

吊り天井等の落下防止実施状況（施策②）

(％)

99.2 99.2

100

90

95

100

R1 R2

実績値 目標値



施策名 課題等 主な取組 《》内はコロナの影響 総合評価

①警戒避
難体制
の整備

・大規模な地震・津波の発生、火
山噴火や豪雨・豪雪などの自然
災害の発生が予想される

・「減災」を基本理念とした様々
な対策を組み合わせて災害に備
えることが必要

○火山防災協議会等連絡会、北海道防災
会議火山専門委員会の開催

○太平洋沿岸の津波浸水想定の策定
○北海道防災会議地震専門委員会・ワー
キンググループ運営

○地域防災ﾐｰﾃｨﾝｸﾞ開催による市町村支援
《地域防災ﾐｰﾃｨﾝｸﾞ、研修の延期等》

効果的な
取組を検
討し引き
続き推進

②原子力
安全対
策の推
進

・防災計画・避難計画の実効性を
高めるための取組が必要

・安全協定や安全確認協定の的確
な運用により、地域住民の健康、
生活環境の保全を図る必要

○北海道地域防災計画の点検・見直し
○平常時・緊急時におけるモニタリング体
制の充実・強化

○住民の信頼感・安心感の醸成のため
の広報・普及活動

○災害時の対策に必要な資機材の整備

概ね順調
に展開

【総合計画の指標】

【ほか２つの関連指標】

1 分 野：生活・安心

災害に強い地域
づくりの推進

①警戒避難体制の
整備

（総務部）

北海道地域防
災計画に基づ
き防災対策の
充実

【政策の方向性と施策の関係】

災害情報の伝
達や避難誘導
体制の整備

B 政策の方向性：災害に強い地域づくりの推進

(6) 政 策 の 柱：安全・安心な生活の基礎となる防災体制の確立

②原子力安全対策
の推進

（総務部）

洪水ハザードマップを作成した市町村の割合
（施策①)

作成を促す通知
発出、国交省の
調査による実態
把握のほか、地
域防災ﾐｰﾃｨﾝｸﾞに
おける働きかけ
を行い、作成市
町村数が増加

(％)

津波避難計画を作成した市町村の割合（施策①）

未策定の１町
についてもR2
年度中に策定
予定であり、
目標達成の見
込み

(％)

津波ハザードマップを作成した市町村の割合
（施策①)

未策定の１町
を訪問するな
ど、技術的助
言を行ってお
り、早期の策
定を促す

(％)

避難勧告等に係る具体的な発令基準の策定状況
（施策①)

道の「避難勧告
等の判断・伝達
マニュアル」や
市町村との地域
防災ミーティン
グにおける働き
かけにより、策
定割合が上昇

(％)

86.4
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水害 土砂
高潮 津波

常時観測火山（９火山）の統一的な避難計
画の作成状況（施策①）

※今年度
新たなに
設定した
指標のた
め、実績
値なし

(％)

77.8 89 100
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<総合計画施策推進状況>【施策の詳細については、評価調書をご覧ください】（※）はコロナの影響等があった施策

（※）

http://www.pref.hokkaido.lg.jp/ss/sks/R2kihonchousyo/check/0103PDC.pdf
http://www.pref.hokkaido.lg.jp/ss/sks/R2kihonchousyo/check/0104PDC.pdf




施策名 課題等 主な取組 《》内はコロナの影響 総合評価

①警戒避難
体制の整
備

・災害時の被害を最小化し、「減
災」の考え方を防災の基本理念
とした様々な災害に備えること
が必要

○指定緊急避難場所、避難所の指定状況把握
○物資輸送訓練、避難所運営訓練等の実施
○振興局備蓄整備方針の策定・見直し
《防災訓練の中止等》

効果的な
取組を検
討し引き
続き推進

②社会資本
整備等の
推進

・大規模な地震・津波の発生など
の自然災害のリスクが存在

・インフラ整備が十分に進んでい
ない状況

○北海道強靱化計画に基づく関連施策の推
進、市町村の地域計画策定の支援

○関連施策推進のための予算確保に向けた
国等への提案・要望

○国土強靱化に関する情報の発信

概ね順調
に展開

③大規模自
然災害対
策の推進

・様々な自然災害のリスクが存在
・防災・減災に資する社会資本の
整備を推進し、本道の強靱化を
図る必要

○洪水から地域を守る河川整備等の推進
○高潮・高波対策・浸食対策等の推進
○土砂災害から要配慮者利用施設や避難路
の保全の推進

概ね順調
に展開

④道路交通
ネット
ワークの
形成

・住民生活や地域の活性化に不可
欠なインフラ整備が十分に進ん
でいない

・橋梁などの社会資本の老朽化が
進行

○緊急輸送道路上等における橋梁の耐震補
強を推進

○防雪対策、車道拡幅等の冬期交通確保対
策の推進

○市街地の緊急輸送道路等の整備、無電柱化

概ね順調
に展開

⑤住宅・建
築物の耐
震化の促
進

・民間建築物は公共建築物と比べ
て耐震化の取組が遅れている

・建築物所有者が補助を活用する
場合は、市町村における補助制
度の創設が必要

○戸建て住宅を対象とした無料耐震診断や
住宅の耐震改修補助を実施

○補助制度を創設していない市町村に制度
創設を働きかけ

○住宅の耐震セミナーの開催

概ね順調
に展開

⑥地域医療
の確保

・医療資源が広域分散型のため、
より迅速な救急搬送体制が必要

・平時から災害対策に関わる関係
機関等の連携体制の構築が必要

・災害の規模や種類に応じて医療
資源を有効に活用する必要

○災害医療体制の課題等について協議・検討
○広域的な搬送体制の整備を国へ要請
○北海道ＤＭＡＴ実動訓練を実施
○災害時のドクターヘリの運用体制の構築
○「北海道救急医療・広域災害情報システ
ム」等により救急医療情報を提供

効果的な
取組を検
討し引き
続き推進

⑦安全・安
心な教育
環境づく
り

・大規模な地震・津波の発生など
自然災害のリスクが存在

・ｲﾝﾌﾗ整備が十分に進んでいない

○関係市町村への長寿命化・耐震化促進に
向けた情報提供、要請

概ね順調
に展開

大規模自然災害に対す
る北海道自らの脆弱性

の克服

②社会資本整備等
の推進

（総合政策部）

⑤住宅・建築物の
耐震化の促進
（建設部）

⑥地域医療の
確保

（保健福祉部）

⑦安全・安心な教
育環境づくり
（教育庁）

④道路交通ネット
ワークの形成
（建設部）

③大規模自然災害
対策の推進
（建設部）

①警戒避難体制の
整備

（総務部）

警戒避難体制
の整備・強化

インフラ機能
の確保 災害対策のためのイ

ンフラ整備

道路施設の
防災対策

住宅・建築物
の耐震化促進

建築物の
耐震化促進

災害時の
医療体制
の強化

施策間連携

施策間連携

施策間連携

【政策の方向性と施策の関係】

1 分 野：生活・安心

(7)  政 策 の 柱：強靱な北海道づくりとバックアップ機能の発揮

A    政策の方向性：大規模自然災害に対する北海道自らの脆弱性の克服

<総合計画施策推進状況>【施策の詳細については、評価調書をご覧ください】（※）はコロナの影響等があった施策

（※）

（※）

http://www.pref.hokkaido.lg.jp/ss/sks/R2kihonchousyo/check/0202PDC.pdf
http://www.pref.hokkaido.lg.jp/ss/sks/R2kihonchousyo/check/0804PDC.pdf
http://www.pref.hokkaido.lg.jp/ss/sks/R2kihonchousyo/check/0405PDC.pdf
http://www.pref.hokkaido.lg.jp/ss/sks/R2kihonchousyo/check/1102PDC.pdf
http://www.pref.hokkaido.lg.jp/ss/sks/R2kihonchousyo/check/0803PDC.pdf
http://www.pref.hokkaido.lg.jp/ss/sks/R2kihonchousyo/check/0802PDC.pdf
http://www.pref.hokkaido.lg.jp/ss/sks/R2kihonchousyo/check/0103PDC.pdf


住宅及び多数利用建築物の耐震化率（施策⑤）

住宅及び建築物
の耐震化は進ん
でいる
※「実績値」は
5年毎の算出と
なるため、直近
の値を記載して
いる

【関連指標】

関係市町村
に訪問や技
術的な助言
を行ったこ
とから、目
標達成

指定緊急避難場所及び指定避難所の指定状況
（施策①）

<総合計画施策推進状況>

1 分 野：生活・安心

【総合計画の指標】

北海道医療計画
による、災害時
にDMATが有効
に機能するため
の訓練等を毎年
実施

DMAT実働訓練の実施回数（施策⑥）
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全ての災害拠
点病院におい
て、ＤＭＡＴ
を保有してお
り、目標達成

災害拠点病院におけるDMAT保有率（施策⑥）
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緊急輸送道路上等の橋梁の耐震化率(道道)
(施策②③④)

※指標算定に
係る対象橋梁
の再抽出によ
る基準値等を
変更

(％)
(％)

道路防災総点検における防雪に関する道路の要
対策箇所の対策率（道道）（％）（施策③④）
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地吹雪等の危
険箇所におけ
る防雪対策が
図られている
ところであ
り、引き続き
防雪対策を進
める

(％)

(％)

(回)

(箇所)

【ほか１５の関連指標】

(7)  政 策 の 柱：強靱な北海道づくりとバックアップ機能の発揮

A    政策の方向性：大規模自然災害に対する北海道自らの脆弱性の克服
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耐震化は上昇し
ているが、市町
村の財政状況な
どの理由により
耐震対策の進捗
が遅れている市
町村がある

公立学校の耐震化に向けた取組状況（施策⑦）
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概ね目標達
成している

土砂災害から保全される人家戸数
（施策③）
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施策名 課題等 主な取組 《》内はコロナの影響 総合評価

①社会資本
整備等の
推進

・首都直下地震や南海トラフ地震
により首都圏等で大きな被害が
想定される中で、企業などのリ
スク分散の受け皿としての役割
などが期待される

○北海道強靱化計画に基づく関連施策の推
進、市町村の地域計画策定の支援

○関連施策推進のための予算確保に向けた
国等への提案・要望

○国土強靱化に関する情報の発信

概ね順調
に展開

②企業誘致
の推進・
集積の促
進

・自立型経済構造への転換を図る
ことが必要

・人手不足やリスク分散を理由と
した企業の地方拠点拡大の動き

・コロナの感染拡大リスク回避の
ための国内回帰の動き

○産業振興条例に基づく助成により企業立
地を促進

○首都圏の企業を対象としたフォーラムの
開催等の誘致活動

○テレワークなど働き方改革と連動したサ
テライトオフィスの誘致

○環境配慮型ﾃﾞｰﾀｾﾝﾀｰの誘致活動を展開

概ね順調
に展開

③環境・エ
ネルギー
産業の振
興

・将来にわたり、エネルギーが安
定的に供給されることが重要

・エネルギーの地産地消の促進な
どエネルギー資源を最大限に活
用する取組を進めることが必要

・環境産業の育成・振興を図るこ
とが重要

○非常時にも対応可能なエネルギー自給・
地域循環の取組に対し複数年の支援

○エネルギー地産地消の取組を促進
○環境関連技術開発の事業への補助
○水素関連産業の形成促進に向け、実
証事業誘導や道内企業の参入支援

《セミナー、道外展示会の延期等》

効果的な
取組を検
討し引き
続き推進

④農業農村
整備の推
進

・地震等の大規模災害や、近年多
発している大雨や長雨等の異常
気象の事態にあっても、安定し
た食料供給が可能となるよう、
農村地域の防災・減災対策や農
業生産基盤整備の着実な推進が
重要

○農業水利施設の耐震化や、農道橋の機能
保全計画策定に向けた働きかけなどによ
る農村地域の防災・減災対策を推進

○良質な農産物の安定生産を図る農地の排
水対策や農業用水の安定供給に向けた農
業水利施設の長寿命化対策など、農業生
産基盤整備の推進

概ね順調
に展開

1 分 野：生活・安心

(7)  政 策 の 柱：強靱な北海道づくりとバックアップ機能の発揮

B    政策の方向性：被災リスクの最小化に向けたバックアップ機能の発揮

<総合計画施策推進状況>【施策の詳細については、評価調書をご覧ください】（※）はコロナの影響等があった施策

（※）

被災リスクの最小化に
向けたバックアップ機

能の発揮
④農業農村整備の

推進
（農政部）

③環境・エネル
ギー産業の振興

（経済部）

②企業誘致の推
進・集積の促進

（経済部）

①社会資本整備等
の推進

（総合政策部）

北海道の社会
経済システム
を守り、持続
的成長を促進

地域資源を
活かした提
案型の企業
誘致

生産基盤等の
計画的な整備
や防災・減災
対策の推進

新エネルギー
の開発・導入
促進

施策間連携

【政策の方向性と施策の関係】

<総合計画施策推進状況>【施策の詳細については、評価調書をご覧ください】（※）はコロナの影響等があった施策

【総合計画の指標】

各種会議等を
通じた関係市
町村への周知
徹底により、
確実に進捗

農道橋・農道トンネルを対象とした機能保全
計画の策定割合（％）（施策④）

(％)
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【関連指標】

リスク分散による企業立地件数(施策①②)

(件数)
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自然災害等に対
する企業のリス
ク分散意識の高
まりや首都圏企
業等を対象とし
たフォーラムで
のPR効果により
件数が増加傾向

【ほか５つの関連指標】

http://www.pref.hokkaido.lg.jp/ss/sks/R2kihonchousyo/check/0604PDC.pdf
http://www.pref.hokkaido.lg.jp/ss/sks/R2kihonchousyo/check/0512PDC.pdf
http://www.pref.hokkaido.lg.jp/ss/sks/R2kihonchousyo/check/0509PDC.pdf
http://www.pref.hokkaido.lg.jp/ss/sks/R2kihonchousyo/check/0202PDC.pdf




施策名 課題等 主な取組 《》内はコロナの影響 総合評価

①高付加価
値農業の
推進

・６次産業化をはじめとする農畜
産物の付加価値を高める取組の
拡大を図る必要

・環境に配慮した農業生産が求め
られている

○北海道６次産業化ｻﾎﾟｰﾄｾﾝﾀｰを運営
○６次産業化に取り組む人材の育成、加
工・販売施設の整備への支援

○北海道ﾌﾞﾗﾝﾄﾞを活かした海外へのPR
○クリーン農業や有機農業の推進
《ﾌﾟﾛﾓｰｼｮﾝ活動に係る報告会の中止等》

効果的な
取組を検
討し引き
続き推進

②農業生産
の振興

・経営を取り巻く環境は厳しく、
生産基盤の維持・強化が急務

・安定的な食料の生産・供給を図
ることが必要

○生産基盤強化に向けた施設整備等の支援
○スマート農業に関する情報の共有･発
信、技術課題の検討･対応、人材育成

《研修、セミナーの中止等》

効果的な
取組を検
討し引き
続き推進

③農業の担い
手の育成・
確保と農業
経営の総合
的な体質強化

・農家戸数の減少や農業従事者の
高齢化が進行

・意欲と能力がある担い手の育
成・確保、農業経営の総合的な
体質強化を図ることが必要

○新規就農者の確保・育成に向けた研修
会や就農相談会等の実施

○担い手の経営体質の強化に向けた研修
環境の整備や経営所得安定対策の推進

○農業法人の育成に向けた研修の開催や
サポート窓口の設置・運営

効果的な
取組を検
討し引き
続き推進

④農業農村
整備の推
進

・安全安心で高品質な農産物の安
定供給のため、生産性の向上や
生産コストの低減が重要

・本道農業の生産力・競争力を強
化する農業生産基盤整備の計画
的・効率的な推進が重要

○ほ場の大区画化や農地の排水対策、草
地の整備や農業水利施設の保全管理な
ど農業生産基盤の整備

○整備の促進に向けた、市町村と連携し
た農家負担軽減対策の実施

概ね順調
に展開

⑤農村活性
化対策の
推進

・人口減少や高齢化の進行による
地域の活力低下が懸念

・本道農業・農村に対する道民理
解の促進が重要

○農業・農村の多面的機能を支えるため
の地域の共同活動に対し支援

○都市住民への情報発信を実施
《会議、研修の中止等》

効果的な
取組を検
討し引き
続き推進

⑥鳥獣によ
る農業被
害防止対
策の推進

・農業被害は平成23年度をピー
クに漸減傾向だが、被害の発生
が全道的に広がっている状況

○地域協議会が主体となって取り組む総
合的な鳥獣被害防止対策を支援

効果的な
取組を検
討し引き
続き推進

⑦道営競馬
の推進

・競馬の基本となる競走馬の確保
が大きな課題

・安定的に継続した事業展開のた
め、発売拡大が必要

○本賞金の引き上げなど報償費の見直し
○重賞競争の新設、格付変更
○門別競馬場施設の整備

概ね順調
に展開

潜在力のフル発揮で地
域の経済・社会を支え
る農業・農村づくり

②農業生産の振興
（農政部）

⑥鳥獣による農業被
害防止対策の推進

（農政部）

⑤農村活性化対策
の推進

（農政部）

⑦道営競馬の推進
（農政部）

③農業の担い手の育
成・確保と農業経営
の総合的な体質強化

（農政部）

④農業農村整備の
推進（農政部）

①高付加価値農業
の推進

（農政部）

農畜産物の付加価値を高め
る取組、クリーン農業や有
機農業の取組等を推進

需要に応じた
農畜産物の生
産拡大を推進

農業生産
基盤整備
を着実に
推進

多様な人材の就
農を促進、
経営安定を推進

総合的な
鳥獣被害
防止対策
を支援

競馬事業の
発展と馬産
地の活性化
を促進

農村地域の活
性化や農業・
農村への道民
理解を促進

【政策の方向性と施策の関係】

2 分 野：経済・産業

(1)  政 策 の 柱：農林水産業の持続的な成長

A    政策の方向性：潜在力のフル発揮で地域の経済・社会を支える農業・農村づくり

<総合計画施策推進状況>【施策の詳細については、評価調書をご覧ください】（※）はコロナの影響等があった施策

（※）

（※）

（※）

http://www.pref.hokkaido.lg.jp/ss/sks/R2kihonchousyo/check/0602PDC.pdf
http://www.pref.hokkaido.lg.jp/ss/sks/R2kihonchousyo/check/0606PDC.pdf
http://www.pref.hokkaido.lg.jp/ss/sks/R2kihonchousyo/check/0605PDC.pdf
http://www.pref.hokkaido.lg.jp/ss/sks/R2kihonchousyo/check/0607PDC.pdf
http://www.pref.hokkaido.lg.jp/ss/sks/R2kihonchousyo/check/0603PDC.pdf
http://www.pref.hokkaido.lg.jp/ss/sks/R2kihonchousyo/check/0604PDC.pdf
http://www.pref.hokkaido.lg.jp/ss/sks/R2kihonchousyo/check/0601PDC.pdf


食料自給率（カロリーベース）（％）
(施策①②③④)

新規就農者数（暦年）（施策③）

新参入者は毎
年120名程度
確保できてい
るが、親元就
農者が減少傾
向にあり、目
標値に未達

H30年度は、低
温や多雨、日照
不足など天候不
順の影響によ
り、農作物の生
産量が前年に比
べ減少

【関連指標】

天候不順などの
影響により農作
物の生産量が減
少したが、継続
した生産基盤整
備による生産低
下の抑制や畜産
物の価格上昇等
により、目標達
成

農業産出額（暦年）（施策②③④）

天災等による
原材料不足に
伴い、前年よ
り販売額が減
少

６次産業化の取組（年間販売金額）（施策①）

<総合計画施策推進状況>

【総合計画の指標】

農地中間管理
事業等の農地
流動化対策等
により、担い
手への農地集
積が図られ、
目標達成

担い手への農地の利用集積率（％）
（施策③）

ホッカイドウ競
馬本体での発売
増により、R1
年度における単
年度収支が14
億3千4百万円
の黒字

競馬事業の収支（施策⑦）

販売農家戸数が
減少する中、離
農や交流事業の
休止などによ
り、ふれあい
ファーム数が減
少

ふれあいファームに登録している農家の割合
（％）（施策⑤）

(％)
(人)

(億円)

(％)

(％)
(億円)

(億円)

【ほか３つの関連指標】

2 分 野：経済・産業

(1)  政 策 の 柱：農林水産業の持続的な成長

A    政策の方向性：潜在力のフル発揮で地域の経済・社会を支える農業・農村づくり
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実績値 目標値
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8000

10000

12000

14000
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2.6

2.5 2.52.5 2.5

2.6 2.6

2.4

2.5

2.6

2.7

H29 H30 R1 R2

実績値 目標値

10.03

5.96

14.34

0 0 0 0

-5

0

5

10

15

H29 H30 R1 R2

実績値 目標値

90.5 91 91.5

89.8
90.5 91.2

92.0

88

90

92

94

H29 H30 R1 R2

実績値 目標値

多面的機能支払の取組面積（施策⑤）

各活動組織に
おいて、地域
の共同活動の
取組が着実に
実施され、目
標達成

(千ha)

769 771 768

734 734 734 734

700

720

740

760

780

H29 H30 R1 R2

実績値 目標値



施策名 課題等 主な取組 《》内はコロナの影響 総合評価

①安全・安
心な水産
物の安定
供給と競
争力強化

・水産物の国内消費は減少傾向に
あり、需給バランスの崩れな

ど、
魚価への影響が懸念

・輸入の増加に伴う国産水産物の
消費や魚価への影響が懸念

・本道水産業の競争力強化に向け
た対策が必要

○現地バイヤー等を対象としたＰＲの実施
○道産ブランドの普及・拡大
○魚食の普及
○資源増大魚種の消費拡大への支援
○産地市場における衛生管理レベル向上の
ための指導

○HACCP認定取得促進のため講習会を開催

効果的な
取組を検
討し引き
続き推進

②栽培漁業
の推進や
経営の安
定化等に
よる水産
業の振興

・資源の低迷や漁業就業者の減
少・高齢化が進む

・国際的な漁業情勢等の変化に対
応した水産資源の適切な管理や
栽培漁業の推進、漁業経営の安
定化等の取組が必要

○TAC管理、各種操業指導会議などで適
切な資源管理を指導

○種苗生産・放流による資源造成等を支援
○経営多角化などの取組に支援
○漁港施設等の整備
○ICTなど新技術を活用した生産技術の推進

概ね順調
に展開

③海獣等に
よる漁業
被害対策
の推進

・来遊する海獣類により深刻な漁
業被害が発生しており、漁業被
害防止対策を総合的に推進する
必要

・外来魚が在来種の資源量や生態
系に与える影響が懸念

○駆除や強化網導入等被害防止対策を実施
○経験の浅い漁業者ハンター等に対して技
能向上のための実践研修を実施

○各種会議等を通じ漁業被害防止対策に係
る情報共有を推進

○外来魚の駆除・調査・拡散防止等の指導

概ね順調
に展開

④水産業の
担い手対
策の推進

・漁業就業者の減少・高齢化に
よって、水産物の安定供給や漁
村地域の活力低下が懸念

・新規漁業就業者を育成・確保す
る取組を一層推進する必要

・新規漁業就業者の受入体制の構
築を推進する必要

○漁業に必要な知識・技術等に関する体系
的な研修

○就業希望者と受入漁業者側のマッチング
○就業の定着等を図るため漁協や市町村等
で構成する地域協議会の取組を支援

○農林漁業の一体的な情報発信や就業体験
等事業を実施

《研修の延期等、就業支援フェアの延期》

効果的な
取組を検
討し引き
続き推進

水産物の安定的
供給を担い地域
を支える活力あ
る水産業・豊か
な漁村づくり

④水産業の担い手対
策の推進

（水産林務部）

③海獣等による漁業
被害対策の推進
（水産林務部）

②栽培漁業の推進や
経営の安定化等によ
る水産業の振興
（水産林務部）

①安全・安心な水産
物の安定供給と競争

力強化
（水産林務部）

道産水産物
の安全・安
心を確保

漁業生産の
早期回復と
安定化

新規就業
者の定着
を促進

漁業被害対
策を総合的
に推進

【政策の方向性と施策の関係】

2 分 野：経済・産業

(1)  政 策 の 柱：農林水産業の持続的な成長

B    政策の方向性：水産物の安定的供給を担い地域を支える活力ある水産業・豊かな漁村づくり

<総合計画施策推進状況>【施策の詳細については、評価調書をご覧ください】（※）はコロナの影響等があった施策

（※）

http://www.pref.hokkaido.lg.jp/ss/sks/R2kihonchousyo/check/0706PDC.pdf
http://www.pref.hokkaido.lg.jp/ss/sks/R2kihonchousyo/check/0703PDC.pdf
http://www.pref.hokkaido.lg.jp/ss/sks/R2kihonchousyo/check/0705PDC.pdf
http://www.pref.hokkaido.lg.jp/ss/sks/R2kihonchousyo/check/0704PDC.pdf


漁業生産額（万円）（漁業就業者１人当たり）
（暦年）(施策①②③)

新規漁業就業者数（人）（施策④）

漁業就業フェ
アによる就業
機会の提供や
各種研修等の
実施により、
今後も新規就
業者の確保に
努める

ホタテガイの
生産回復やマ
イワシの好漁
などにより生
産量が3年ぶ
りに100万ト
ンを超えた

【関連指標】

サケ・マスの
ふ化放流事業
やホタテガイ
養殖等の着実
な推進により
生産量が増加

全道の沿岸漁業生産量に占める栽培漁業生産量
の割合（％）（暦年）（施策②）

<総合計画施策推進状況>

【総合計画の指標】

(万円) (人)

(％)

2 分 野：経済・産業

(1)  政 策 の 柱：農林水産業の持続的な成長

B    政策の方向性：水産物の安定的供給を担い地域を支える活力ある水産業・豊かな漁村づくり
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実績値 目標値

水産物の流通拠点となる漁港のうち、耐震・
耐津波化が図られ、かつ、ＢＣＰが策定され
ている漁港の割合（施策②）

※今年度新た
に設定した指
標のため、実
績値なし

(％)

0

5.3

10

0

5

10

H30 R1 R2

実績値 目標値



施策名 課題等 主な取組 《》内はコロナの影響 総合評価

①森林資源の
循環利用の推
進による林業
及び木材産業
等の振興

・林業・木材産業が成長産業と
して健全に発展していく必要

・道民・企業などの幅広い方々
の協働による森林づくりを推
進する必要

○高性能林業機械等の導入支援
○ICT技術を活用したスマート林業の先
進事例の普及や試行への支援

○森林整備の計画的な推進
○多様な主体との連携による木育の推進
《全国育樹祭の延期》

効果的な
取組を検
討し引き
続き推進

②木質バイオ
マスエネルギ
ーの利用促進

・木質バイオマスの需要が高
まっている

・林地未利用材の安定供給体制
を確立することが必要

○林地未利用材の運搬ｺｽﾄ低減手法の普及
○ｵー ﾌ゚ ﾝｶｳﾝﾀー 方式による林地未利用材の販売
○木質ﾊ゙ ｲｵﾏｽの集荷・利用施設等整備を支援
○燃焼展示会、事業者向け研修会の開催

概ね順調
に展開

③林業の担い
手対策の推進

・伐採や植林などの作業を行う
人材や事業体の役割が重要

・林業労働力を安定的に確保す
る必要

○通年雇用化や就業環境改善等の促進
○農林漁業の一体的な就業情報発信
○北海道立北の森づくり専門学院の運営
○林業事業体向けの研修会、ｾﾐﾅｰの開催

概ね順調
に展開

林業・木材産業の振興
を図り、資源の循環利
用を進める森林づくり

②木質バイオマスエ
ネルギーの利用促進

（水産林務部）

①森林資源の循
環利用の推進に
よる林業及び木
材産業等の振興
（水産林務部）

③林業の担い手
対策の推進

（水産林務部）

森林づくりに伴って産出され
る木材を無駄なく利用

森林づくりを
担う人材の育
成・確保

地域の特性
に応じた森
林づくり

【政策の方向性と施策の関係】

2 分 野：経済・産業

(1)  政 策 の 柱：農林水産業の持続的な成長

C    政策の方向性：林業・木材産業の振興を図り、資源の循環利用を進める森林づくり

道産木材の利用量（万㎥）(施策①②) 林業の新規参入者数（人） （施策③）

伐採事業量の
増加や退職者
の発生などに
よる労働力不
足のため、新
規参入者が増
加

木材需要拡
大・創出の取
組の効果のほ
か、未利用材
の利用の増加
により、全体
の利用量が増
加

【関連指標】

通年雇用者割合（％） （施策③）

路網の整備
が進んだこ
とにより、
順調に推移

森林所有者が効率的な森林施業を行うための路
網整備水準（ｍ／ha） （施策①）

【総合計画の指標】

(万㎥) (人)

(％)
(ｍ／ha)

421.7

459.2 463.3

420.3
427 437

447
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H28 H29 H30 R1

実績値 目標値
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161160 160 160 160
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実績値 目標値

62.4 62.7
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62.2
62.7

62.9
63.3

61

62

63

64

H28 H29 H30 R1

実績値 目標値

60

5655 56 56

50

55

60

65

H29 H30 R1

実績値 目標値

【ほか４つの関連指標】

<総合計画施策推進状況>【施策の詳細については、評価調書をご覧ください】（※）はコロナの影響等があった施策

（※）

伐採事業量
の増加に伴
い、年間を
通じて、伐
採作業に従
事する者も
増加

http://www.pref.hokkaido.lg.jp/ss/sks/R2kihonchousyo/check/0707PDC.pdf
http://www.pref.hokkaido.lg.jp/ss/sks/R2kihonchousyo/check/0701PDC.pdf
http://www.pref.hokkaido.lg.jp/ss/sks/R2kihonchousyo/check/0708PDC.pdf




施策名 課題等 主な取組 《》内はコロナの影響 総合評価

①高い付加価値
を生み出すも
のづくり産業
の振興

・本道経済構造は公的需要に依存
・１次産業や３次産業割合が高い
・付加価値生産性が全国平均を大
きく下回っている

○自動車関連分野への参入促進
○食関連機械産業の育成・振興
○ものづくり企業の新分野進出の促進等
《ビジネスマッチングの中止等》

効果的な
取組を検
討し引き
続き推進

②健康長寿・
医療関係産
業の創造

・ものづくり産業からの新規参入や
医工連携などの産業集積の動き

・化粧品分野での参入や創業が活
発になってきている

・魅力あるサービス・製品の創出
や販路拡大等の推進が必要

○医療現場のニーズとものづくり企業を
マッチングするニーズ発表会の開催

○専門家派遣による参入や製品開発の
支援

○展示会へ出展し、道内ものづくり企
業の技術力のＰＲを実施

効果的な
取組を検
討し引き
続き推進

③食関連産業
の振興

・本道の食品工業は素材提供型の
色合いが強く、付加価値額は全
国と比較して低い

・アジアを中心とした海外への販
路開拓を進めることが必要

○「食ｸﾗｽﾀー 連携協議体」を通じて、道産
食品の販路拡大や商品開発を支援

○地域ﾌﾞﾗﾝﾄﾞの創出など、食品製造業
の販路拡大及び高付加価値化

《ﾌﾟﾛﾓｰｼｮﾝ事業の延期等》

効果的な
取組を検
討し引き
続き推進

高い付加価値を生み
出すものづくり産業

の振興

②健康長寿・医療関
係産業の創造
（経済部）

①高い付加価値を
生み出すものづく
り産業の振興
（経済部）

③食関連産業の振
興

（経済部）

食の関連産
業の集積を
図り総合産
業群を形成

域内需要の獲
得や新たな需
要の掘り起こ
しを推進

【政策の方向性と施策の関係】

2 分 野：経済・産業

(2)  政 策 の 柱：本道の優位性を活かした力強い地域産業の創造

A    政策の方向性：高い付加価値を生み出すものづくり産業の振興

【関連指標】

【総合計画の指標】

情報通信機械
器具、生産用
機械器具で減
少し、加工組
立型工業全体
の出荷額は減
少

加工組立型工業の製造品出荷額等（億円）
（暦年）（施策①）

(億円)

8251
8710 8303

8614 8876 8971
9240

7000
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9000
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h28 h29 h30 r1

実績値 目標値

製造業の付加価値生産性（万円）(暦年）
(施策①②③)

付加価値額、付
加価値生産性は
増加となったが
全国平均に対し
74%の水準に
とどまっている

(万円)

989 968 9911034 1116 1198 1280
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加工組立型工業の付加価値生産性（万円）
(施策①)

(万円)

1118
1078

1145
1173

1000

1050

1100

1150

1200

h29 h30 r1

実績値 目標値

【ほか１つの関連指標】

<総合計画施策推進状況>【施策の詳細については、評価調書をご覧ください】（※）はコロナの影響等があった施策

（※）

（※）

道内企業の参入促進・
競争力強化

情報通信機械
器具、生産用
機械器具の減
少により、付
加価値生産性
全体としては
減少

http://www.pref.hokkaido.lg.jp/ss/sks/R2kihonchousyo/check/0511PDC.pdf
http://www.pref.hokkaido.lg.jp/ss/sks/R2kihonchousyo/check/0510PDC.pdf
http://www.pref.hokkaido.lg.jp/ss/sks/R2kihonchousyo/check/0501PDC.pdf




施策名 課題等 主な取組 《》内はコロナの影響 総合評価

①食品衛生
対策の推
進

・食関連産業は、本道経済を支え
る産業として重要な役割

・食品への信頼を揺るがす事件・
事故の発生を防止する必要

○食品等事業者へのHACCPの制度化周知、
導入促進、技術的支援や人材育成の実施

○北海道HACCP認証食品のガイドブック
作成、配布など消費者等への普及啓発

○北海道食の輸出拡大戦略推進本部に参画
《PRイベントの中止等》

効果的な
取組を検
討し引き
続き推進

②食関連産
業の振興

・本道の食品工業は素材提供型の
色合いが強く、付加価値額は全
国と比較して低い

・アジアを中心とした海外への販
路開拓を進めることが必要

・食を取り巻く環境変化への対応
が必要

○「食ｸﾗｽﾀｰ連携協議体」を通じて、道産
食品の販路拡大や商品開発を支援

○地域ﾌﾞﾗﾝﾄﾞの創出など、食品製造業の販
路拡大及び高付加価値化

○機能性食品など、今後成長が期待される
分野の普及開発を重点的に実施

○道内ﾜｲﾝの生産者向けに、栽培・醸造技
術やﾏｰｹﾃｨﾝｸﾞ手法に関する研修等を開催

《食ｸﾗｽﾀｰ地域ﾌｰﾄﾞ塾の東京での研修を中止》

効果的な
取組を検
討し引き
続き推進

③安全・安
心な水産
物の安定
供給と競
争力強化

・水産物の国内消費は減少傾向に
あり、需給バランスの崩れなど、
魚価への影響が懸念

・輸入の増加に伴う国産水産物の
消費や魚価への影響が課題

○現地バイヤー等を対象としたＰＲの実施
○道産ブランドの普及・拡大
○魚食の普及
○資源増大魚種の消費拡大への支援
○産地市場における衛生管理レベル向上の
ための指導

○HACCP認定取得促進のため講習会を開催

効果的な
取組を検
討し引き
続き推進

④道産食品
の販路拡
大

・本道の食品工業は素材提供型の
色合いが強く、付加価値額は全
国と比較して低い

・アジアを中心とした海外への販
路開拓を進めることが必要

・食を取り巻く環境変化への対応
が必要

○包括連携協定を締結している企業等との
連携・ﾀｲｱｯﾌﾟにより販路拡大事業を実施

○「北海道どさんこプラザ」の運営を支援
○道内企業の販路拡大･物産振興事業に対
して補助を実施

○首都圏において地域の食と観光のPRを
実施

《商談会、物産展の中止等》

効果的な
取組を検
討し引き
続き推進

④道産食品の販路
拡大

（経済部）

③安全・安心な水
産物の安定供給と

競争力強化
（水産林務部）

②食関連産業の振
興

（経済部）

①食品衛生対策の
推進

（保健福祉部）

HACCPの導入促
進による食品の安
全性向上

北海道ブランド
の確立に向けた
競争力強化

道内外に向け
た道産食品の
販路拡大

魚食普及と魚
食習慣の定着
に向けた取組

施策間連携

施策間連携

施策間連携

【政策の方向性と施策の関係】

2 分 野：経済・産業

(2)  政 策 の 柱：本道の優位性を活かした力強い地域産業の創造

B    政策の方向性：地域資源を活かした食関連産業の振興

地域資源を活かした
食関連産業の振興

施策間連携

（※）

（※）

（※）

<総合計画施策推進状況>【施策の詳細については、評価調書をご覧ください】（※）はコロナの影響等があった施策

http://www.pref.hokkaido.lg.jp/ss/sks/R2kihonchousyo/check/0502PDC.pdf
http://www.pref.hokkaido.lg.jp/ss/sks/R2kihonchousyo/check/0704PDC.pdf
http://www.pref.hokkaido.lg.jp/ss/sks/R2kihonchousyo/check/0501PDC.pdf
http://www.pref.hokkaido.lg.jp/ss/sks/R2kihonchousyo/check/0410PDC.pdf


食品工業の付加価値額（億円）（暦年）
(施策①②③)

商談会等における国内成約件数（施策④）

目標未達である
が、過去の開催
実績や積極的な
周知等により、
出展企業数、参
加バイヤー数が
安定しており、
成約件数は増加

近年、目標を
達成している
ためＨ３０実
績値から目標
値を引き上げ
た。引き続き
付加価値向上
に向けた取組
を進める。

【関連指標】

ヘルシーDo累計認定件数（品目）（施策②）

<総合計画施策推進状況>

【総合計画の指標】

国際認証の取
得・登録に向
けた研修会の
開催するなど
のサポートの
効果により目
標達成

輸出に必要な国際認証･登録等数（施策②）

研究開発のための
ヒト介入試験にお
ける被験者につい
て、健康セミナー
において被験ボラ
ンティアを募集す
ることで、増加を
図り、目標達成

特区が関与した食品の輸出額･輸入代替額
（施策②）

輸出の主力で
あるホタテ等
の水産品の輸
出額の大幅な
落ち込みが影
響し、目標値
に未達

機能性素材の新規研究開発プロジェクト数
（施策②）

(億円)

(件数)

(品目)

(額)

(登録数)(プロジェ
クト数)

2 分 野：経済・産業

(2)  政 策 の 柱：本道の優位性を活かした力強い地域産業の創造

B    政策の方向性：地域資源を活かした食関連産業の振興

7002 6774
6730

5864 5922

6842 6910

5000

6000

7000

8000

h28 h29 h30 r1

実績値 目標値

3722

3496
3545

3633
3706

3781
3857

3200

3400

3600

3800

4000

H29 H30 R1 R2

実績値 目標値

88 103 110

157
195

111
133

0

50

100

150

200

H29 H30 R1 R2

実績値 目標値

179
600

905.8

170
510

1030

1730

0

500

1000

1500

2000

H29 H30 R1 R2

実績値 目標値

企業と一次産業との連携プロジェクト数（施策②）

(プロジェ
クト数)
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修了生から事
業者への周知
や、過去実績
の評判等によ
り安定して応
募があるた
め、計画どお
りに推移して
いる

食クラスター地域フード塾修了生（施策②）

(人数)

28

30 30 30

26

28

30

32

H30 R1 R2

実績値 目標値

認定に向けた
企業からの相
談体制を整え
る等により、
目標どおりの
認定数を達成
している。

案件候補の段
階から既に連
携を進めてい
るプロジェク
トに対する
フォローアッ
プに努めたこ
とにより件数
が増加



施策名 課題等 主な取組 《》内はコロナの影響 総合評価

①企業誘致の
推進・集積
の促進

・自立型経済構造への転換を図る
ことが必要

・苫小牧東部地域では公的ﾌﾟﾛｼﾞｪｸﾄの
具体化に向けて協議することが必要

・石狩湾新港地域では引き続き企
業誘致を推進と、エネルギー関
連など地域プロジェクトを推進

○産業振興条例に基づく助成により
企業立地を促進

◯生産拠点等の企業誘致活動を推進
○苫小牧東部開発連絡協議会と連携
した各種産業ﾌｪｱへの出展を実施

○石狩港地域開発連絡協議会と連携
した立地動向調査・企業訪問を実施

概ね順調
に展開

②健康長寿・
医療関係産
業の創造

・ものづくり産業からの新規参入や
医工連携などの産業集積の動き

・産業の集積に向け、更なる参入促
進や製品開発、販路拡大等が必要

○道内大学等の健康・医療研究シー
ズ集を作成・配布

○展示会へ出展し、研究シーズや立
地環境のＰＲを実施

効果的な
取組を検
討し引き
続き推進

③工業用水の
安定供給に
よる企業立
地環境の整備

・石狩湾新港地域工業用水道など
の３地区で営業

・北海道企業局経営戦略に基づき、
経営改善に取り組む必要

○企業との意見交換会の開催
○産業振興イベント等への出展によ
る工業用水のＰＲを実施

○工業用水道施設の耐震化や老朽化
更新など計画的な改修等を実施

効果的な
取組を検
討し引き
続き推進

本道の立地優位性を
活かした企業誘致の

推進

②健康長寿・医療関
係産業の創造
（経済部）

①企業誘致の推進・
集積の促進
（経済部）

③工業用水の安定供
給による企業立地環

境の整備
（企業局）

大学等の研究
シーズ等を活か
した企業誘致

工業用水の安
定供給による
企業立地環境
の整備

地域資源を活かした
提案型の企業誘致

【政策の方向性と施策の関係】

2 分 野：経済・産業

(2)  政 策 の 柱：本道の優位性を活かした力強い地域産業の創造

C    政策の方向性：本道の立地優位性を活かした企業誘致の推進

企業立地件数 (施策①②③) 契約率（室蘭地区工業用水道） （施策③）

様々なPR等を
実施し、R1年
度の契約率は
99.1%となっ
た

首都圏等での被災
リスクの分散や、
人手不足による人
材確保の動きに加
え、企業を対象と
したフォーラムな
どPR効果により
件数が増加傾向

【関連指標】

目標値に未達で
あり、顧客は小
口で製造業以外
の中小企業も多
く、契約水量の
変更も多いのが
要因

契約率（石狩湾新港地域工業用水道）（施策③）

様々なPR等を
実施し、R1年
度の契約率は前
年度と同様と
なった

契約率（苫小牧地区工業用水道）（施策③）

【総合計画の指標】
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【関連指標】

【関連指標】

【ほか１つの関連指標】

<総合計画施策推進状況>【施策の詳細については、評価調書をご覧ください】（※）はコロナの影響等があった施策

施策間連携

http://www.pref.hokkaido.lg.jp/ss/sks/R2kihonchousyo/check/0511PDC.pdf
http://www.pref.hokkaido.lg.jp/ss/sks/R2kihonchousyo/check/0509PDC.pdf
http://www.pref.hokkaido.lg.jp/ss/sks/R2kihonchousyo/check/1002PDC.pdf




施策名 課題等 主な取組 《》内はコロナの影響 総合評価

①中小・小
規模企業
の振興

・需要減退や競争激化、後継者難
など中小・小規模企業は厳しい
経営環境

・地域の中小・小規模企業の事業
の持続的発展を図る取組を推進
することが必要

○起業に要する経費の一部を補助
○中小・小規模企業等への経営相談の
実施

○商工会・商工会議所による「小規模
事業者」に対する経営指導等の実施

○北のふるさと事業承継支援ファンド
による、事業承継等への支援

《事業承継のニーズの掘り起こし、PR
活動に遅れ。セミナーの延期等》

効果的な
取組を検
討し引き
続き推進

2 分 野：経済・産業

地域の経済・雇用
を支える中小・小
規模企業の振興

①中小・小規模
企業の振興
（経済部）

経営体質の強化

【政策の方向性と施策の関係】

事業承継や創
業等の支援体
制整備

経営に必要な
資金の融資の
円滑化

公益財団法人北海道中小企業総合支援センター
の相談件数（施策①)

開業率（％）（施策①）

創業予備軍への創
業の促進や企業者
への支援などに取
り組んでいるもの
の目標未達。
今後、感染症の影
響により厳しい状
況となることが見
込まれる。

増加傾向の相談
件数が、感染症
の影響によりさ
らに増加する見
込み。

【総合計画の指標】

(％)
(件)

A 政策の方向性：地域の経済・雇用を支える中小・小規模企業の振興

(3) 政 策 の 柱：中小・小規模企業の振興や地域商業の活力再生
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<総合計画施策推進状況>【施策の詳細については、評価調書をご覧ください】（※）はコロナの影響等があった施策

（※）

http://www.pref.hokkaido.lg.jp/ss/sks/R2kihonchousyo/check/0506PDC.pdf




施策名 課題等 主な取組 《》内はコロナの影響 総合評価

①地域商業
の活性化

・人口減少や高齢化の進行、消費
者ニーズやライフスタイルの多
様化等を背景として、空き店舗
が増加するなどの状況

・地域商業の活性化を図る取組を
推進する必要

○地域商業の活性化に関する総合的な
支援

○卸小売・飲食店舗における雇用管理
や就業環境の改善などに向けた支援

○（一社）北海道市場協会が行う市場
安定機能強化促進対策事業への支援
《せり人研修の一部中止》

○卸売市場の施設整備への支援

効果的な
取組を検
討し引き
続き推進

２ 分 野：経済・産業

住民の暮らしを
支える地域商業の

活性化

①地域商業の
活性化

（経済部）

商店街の再
生、活性化に
向けた取組

【政策の方向性と施策の関係】

商店街が有す
る身近な街の
賑わいの創出

来街者数が現状維持または増加している商店
街の割合（％）（施策①)

空き店舗率（％）（施策①）

人口減少や高齢
化の進行などに
より商店街を取
り巻く状況は厳
しい状況

人口減少や高齢
化の進行などに
より商店街を取
り巻く状況は厳
しい状況のため
目標未達

【関連指標】【総合計画の指標】

(％)
(％)

B 政策の方向性：住民の暮らしを支える地域商業の活性化

(3) 政 策 の 柱：中小・小規模企業の振興や地域商業の活力再生
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<総合計画施策推進状況>【施策の詳細については、評価調書をご覧ください】（※）はコロナの影響等があった施策

（※）

http://www.pref.hokkaido.lg.jp/ss/sks/R2kihonchousyo/check/0507PDC.pdf




施策名 課題等 主な取組 《》内はコロナの影響 総合評価

①建設産業
支援の取
組促進

・建設産業の持続的発展のた
め、安定的な利益を得られ
る経営力の強化

・将来にわたる建設工事の品
質確保のための技術力の向
上

・技術や技能の承継のための
人材確保・育成

○「建設業サポートセンター」の運営
○道発注工事における総合評価落札方式に
おいて、技術力の評価を実施

○「公共工事設計労務単価」や「設計資材
単価」の適切な改定

○小中高生等へ向けた建設産業の役割や魅
力発信の取組を実施

○建設業団体等が行う担い手確保・育成等
の取組に対する助成を実施

効果的な
取組を検
討し引き
続き推進

２ 分 野：経済・産業

地域の安全・安心
に欠かせない建設

業の振興

①建設産業支援の
取組促進
（建設部）

経営力や技術力
の強化

【政策の方向性と施策の関係】

建設産業の担い
手の確保・育成

道内建設業就業者の年齢階層別構成比の29歳
以下の就業割合(暦年）（施策①)

建設産業のイ
メージや就業環
境の改善の遅れ
のほか、高齢者
の継続雇用が進
められているこ
とも指標低調の
要因の一つ

【総合計画の指標】

(％)

C 政策の方向性：地域の安全・安心に欠かせない建設業の振興

(3) 政 策 の 柱：中小・小規模企業の振興や地域商業の活力再生
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<総合計画施策推進状況>【施策の詳細については、評価調書をご覧ください】（※）はコロナの影響等があった施策

http://www.pref.hokkaido.lg.jp/ss/sks/R2kihonchousyo/check/0805PDC.pdf




施策名 課題等 主な取組 《》内はコロナの影響 総合評価

①健康長寿・
医療関係産
業の創造

・現役世代向けのヘルスケアサー
ビスモデルが未確立

・ものづくり産業からの新規参入や
医工連携などの産業集積の動き

・化粧品分野への参入や創業が活
発になってきている

・魅力あるサービス・製品の創出
や販路拡大等の推進が必要

○ヘルスケアサービス参入希望事業者
向け研修会の開催

○新たなヘルスケアサービスの開発
○医療現場のニーズとものづくり企業
をマッチングするニーズ発表会の開催
○専門家派遣による参入や製品開発の
支援

○展示会へ出展し、研究シーズや立地
環境のＰＲを実施

効果的な
取組を検
討し引き
続き推進

②科学技術の
振興

・産学官金の連携による研究開発
の推進等が必要

・地域資源を生かした新事業・新
産業の創出などの推進が必要

○健康科学・医療融合拠点形成などを
目指す北大リサーチ＆ビジネスパー
ク構想を推進

○国内外との競争力を備えた研究成果
の事業化や実用化等の推進

概ね順調
に展開

③北海道公立
大学法人札幌
医科大学への
運営支援

・法人が策定した中期計画及び年
度計画の進捗状況の管理が必要

・運営費交付金等により適切に運
営を行っていくことが必要

○中期計画及び年度計画の進捗状況の
管理

○運営交付金等の交付
○大学及び附属病院の施設整備の促進
《附属病院改修工事の一部延期》

効果的な
取組を検
討し引き
続き推進

健康長寿・医療関連産
業の創造

②科学技術の振興
（経済部）

①健康長寿・医
療関係産業の

創造
（経済部）

③北海道公立大
学法人札幌医科

大学への
運営支援
（総務部）

新たな価値を生み出す
研究開発の取組を推進

研究成果の
社会還元

健康・医療
分野への参
入促進

【政策の方向性と施策の関係】

2 分 野：経済・産業

(4)  政 策 の 柱：新たな成長産業への挑戦や研究開発の推進

A    政策の方向性：健康長寿・医療関連産業の創造

【総合計画の指標】

医薬品・医療機器生産金額（億円）（暦年）
(施策①)

医薬品生産
金額は伸び
たものの、
医療機器生
産額が大き
く減少し、
目標未達

(億円)
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道におけるヘルスケアサービス事業への
参入企業数（社）（施策①）

参入セミナー
や個別支援、
新サービスの
実証などの実
施により参入
が図られた

(社)
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【関連指標】

施策間連携

<総合計画施策推進状況>【施策の詳細については、評価調書をご覧ください】（※）はコロナの影響等があった施策

（※）

http://www.pref.hokkaido.lg.jp/ss/sks/R2kihonchousyo/check/0513PDC.pdf
http://www.pref.hokkaido.lg.jp/ss/sks/R2kihonchousyo/check/0511PDC.pdf
http://www.pref.hokkaido.lg.jp/ss/sks/R2kihonchousyo/check/0101PDC.pdf




施策名 課題等 主な取組 《》内はコロナの影響 総合評価

①地球温暖
化対策の
推進と環
境に配慮
する人づ
くり

・民生部門、運輸部門の温室効果
ガス排出割合が高い

・多くの再生可能ｴﾈﾙｷﾞｰ賦存量を
有しているが活用が不十分

・環境に配慮したライフスタイル
の定着を図ることが必要

○北海道防災総合訓練において、燃料電池
自動車の展示等を実施

○市町村会議を開催し、情報共有や意見交
換を実施

○水素エネルギーの利活用に係る支援の充
実について、国等へ要請

《水素・燃料電池普及キャラバンの中止》

効果的な
取組を検
討し引き
続き推進

②環境・エ
ネルギー
産業の振
興

・将来にわたり、エネルギーが安
定的に供給されることが重要

・エネルギーの地産地消の促進な
どエネルギー資源を最大限に活
用する取組を進めることが必要

・環境産業の育成・振興を図るこ
とが重要

○北海道新ｴﾈﾙｷﾞｰ導入加速化基金を活用し
た地域のｴﾈﾙｷﾞｰ地産地消の取組を支援

○環境関連技術開発の事業への補助
○産業保安関係法令に基づく許認可等
○鉱害対策の実施
○石炭資源の活用・産炭地域振興の取組
《セミナー、道外展示会の延期等》

効果的な
取組を検
討し引き
続き推進

③木質バイ
オマスエ
ネルギー
の利用促
進

・木質バイオマスの需要が高まっ
ている

・林地未利用材の安定供給体制を
確立することが必要

○林地未利用材の運搬ｺｽﾄ低減手法の普及
○ｵｰﾌﾟﾝｶｳﾝﾀｰ方式による林地未利用材の販売
○木質ﾊﾞｲｵﾏｽの集荷・利用施設等整備を支援
○燃焼展示会、事業者向け研修会の開催

概ね順調
に展開

④水力発電
によるエ
ネルギー
の安定供
給への寄
与

・老朽化が進んでいる施設もある
ことから、適切な維持管理と計
画的な補修

・改修等を行うことが必要
・国が進める電力システム改革等、
に適切に対応することが必要

○電気事業法に基づく発電事業者として、
北海道電力ネットワーク(株)及び(株)エ
ネットへ電力を供給

○清水沢発電所改修事業
○国が進める「電力システム改革」に対応
するため、企業局独自の制御所を建設

概ね順調
に展開

施策間連携施策間連携

施策間連携

【政策の方向性と施策の関係】

2 分 野：経済・産業

(4)  政 策 の 柱：新たな産業への挑戦や研究開発の推進

B    政策の方向性：新エネルギーの開発・活用促進や環境・エネルギー産業の創造

新エネルギー開発・活
用促進や環境・エネル

ギー産業の創造

<総合計画施策推進状況>【施策の詳細については、評価調書をご覧ください】（※）はコロナの影響等があった施策

（※）

（※）

④水力発電による
エネルギーの安定
供給への寄与
（企業局）

③木質バイオマス
エネルギーの利用

促進
（水産林務部）

②環境・エネル
ギー産業の振興

（経済部）

①地球温暖化対策
の推進と環境に配
慮する人づくり
（環境生活部）

木質バイオマ
スエネルギー
の利用促進

電力の安
定供給

エネルギーの地
産地消の促進
環境産業の育成
と振興

環境に配慮し
た社会の実現

http://www.pref.hokkaido.lg.jp/ss/sks/R2kihonchousyo/check/1001PDC.pdf
http://www.pref.hokkaido.lg.jp/ss/sks/R2kihonchousyo/check/0707PDC.pdf
http://www.pref.hokkaido.lg.jp/ss/sks/R2kihonchousyo/check/0512PDC.pdf
http://www.pref.hokkaido.lg.jp/ss/sks/R2kihonchousyo/check/0303PDC.pdf


新エネルギー導入目標【発電分野】設備容量
（万ｋW）(施策①②③④)

新エネルギー導入目標【発電分野】発電電力量
（百万ｋWh）（施策①②③④）

大規模太陽光
発電設備や大
規模風力発電
設備が新設さ
れたことで実
績値が大きく
伸び、目標達
成

大規模太陽光
発電設備や大
規模風力発電
設備が新設さ
れたことで実
績値が大きく
伸び、目標達
成

【関連指標】

設備利用率が
前年度に比べ
低かったこ
と、一部施設
において休
止・廃止が
あったことか
ら減少

新エネルギー導入目標【熱利用分野】熱量
（TJ）（施策①②③）

<総合計画施策推進状況>

【総合計画の指標】

釧路産炭地域新産業創造等基金活用額の累計値
（百万円）（施策②）

計画してい
た取組の着
実な実施が
図られた

沼の沢取水堰発電
所が平成３１年３
月に完成

道営発電所の最大出力(kW)（施策④）

(万KW) (百万KWｈ)

(百万円)

(KW)

(TJ)

2 分 野：経済・産業

(4)  政 策 の 柱：新たな産業への挑戦や研究開発の推進

B    政策の方向性：新エネルギーの開発・活用促進や環境・エネルギー産業の創造
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施策名 課題等 主な取組 《》内はコロナの影響 総合評価

①地方独立
行政法人北
海道立総合
研究機構の
運営支援

・中期計画及び年度計画の進捗管
理を通じて、産学官の連携によ
る研究の推進を図る必要

・運営等に関する諸課題の調整を
図っていくことが必要

○北海道地方独立行政法人評価委員会
による中期計画及び年度計画の進捗
状況の評価

○運営費交付金及び施設整備等補助金
による財政支援

概ね順調
に展開

②科学技術
の振興

・産学官金の連携による研究開発
の推進等が必要

・地域資源を生かした新事業・新
産業の創出などの推進が必要

○産学官連携による本道の強みを活か
した研究開発の推進

○宇宙分野の研究・実験拠点の形成や
宇宙産業の成長産業化の推進

○様々な機関が連携した科学技術イベ
ントの効果的な実施

○科学技術上の優れた発明・研究等の
顕彰及び周知

○知的財産の普及啓発と活用の促進
○中小企業等による開放特許の活用支援

概ね順調
に展開

2 分 野：経済・産業

本道の活性化
に役立つ科学
技術の振興①地方独立行政法

人北海道立総合研
究機構（道総研）

の運営支援
（総務部）

新たな価値
を生み出す
研究開発の
取組を推進

施策間連携

【政策の方向性と施策の関係】

各分野の研究
開発の成果を
道民・道内企
業へ還元

産学官の共同研究の件数（施策①②) 航空宇宙分野における研究・実験の道内への
新たな誘致（施策②）

航空宇宙関連
技術の実験
ニーズの高ま
りを背景に、
本道の実験環
境のPR効果に
より件数が増
加

機運の醸成に
伴い、産学官
の連携が進
み、目標は達
成

【関連指標】

多くの機関と
連携すること
でイベント内
容が充実した
ほか、参加し
やすい会場確
保やPRの効果
などにより、
参加者が増加

「サイエンスパーク」参加児童生徒数（施策②）

【総合計画の指標】

(件)

(人)

(件)

C 政策の方向性：本道の活性化に役立つ科学技術の振興

(4) 政 策 の 柱：新たな成長産業への挑戦や研究開発の推進

②科学技術の振興
（経済部）
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【関連指標】
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【関連指標】

相談会におけ
る情報交換や
PRにより認知
度が向上し、
件数が増加し
て目標達成

特許流通サポーターによる特許流通相談件数
（施策②）

(件)
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【ほか１つの関連指標】

<総合計画施策推進状況>【施策の詳細については、評価調書をご覧ください】（※）はコロナの影響等があった施策

http://www.pref.hokkaido.lg.jp/ss/sks/R2kihonchousyo/check/0203PDC.pdf
http://www.pref.hokkaido.lg.jp/ss/sks/R2kihonchousyo/check/0513PDC.pdf




施策名 課題等 主な取組 《》内はコロナの影響 総合評価

①総合交通
ネット
ワークの
形成

・海外の成長力を取り込むために
は、本道と国内外を結ぶ物流
ネットワークを強化することが
必要

○国際海上ネットワークの機能強化
○国際航空貨物の拡大
○港湾の機能強化
《国際線の運休》

効果的な
取組を検
討し引き
続き推進

②道産食品
の輸出拡
大

・一次産品の安定生産や輸出品目
の多様化、輸送手段やコストの
改善、高付加価値化、輸出に携
わる人材の育成などが必要

○販路拡大を目的とした現地商談会の実施
○海外ｱﾝﾃﾅｼｮｯﾌﾟを活用したﾃｽﾄ販売
○人材育成に向けた地域フード塾を開催
《東京ｵﾘﾊﾟﾗ関連、研修、PR事業の延期等》

効果的な
取組を検
討し引き
続き推進

③高付加価
値農業の
推進

・国際化の進展など農業を取り巻
く環境が厳しさを増す中、所得
の確保や雇用の安定に向け、農
林水産物・加工食品の輸出への
関心が高まっている

○北海道ﾌﾞﾗﾝﾄﾞを活かした海外へのPR
○輸出に積極的に取り組もうとする産地の
グローバル産地計画の策定を支援

○HACCP基準に対応した施設整備への支援
《ﾌﾟﾛﾓｰｼｮﾝ活動に係る報告会の中止等》

効果的な
取組を検
討し引き
続き推進

④安全・安
心な水産
物の安定
供給と競
争力強化

・貿易の自由化が進む中、輸出の
促進など本道水産業の競争力強
化に向けた対策が必要

・衛生面や鮮度管理の高度化、情
報発信の取組などが必要

○輸出品目や輸出先国の拡大に向けた現地
バイヤー等を対象としたＰＲの実施

○水産エコラベル認証取得の支援
○HACCP認定取得促進のため講習会を開催

効果的な
取組を検
討し引き
続き推進

④安全・安心な水
産物の安定供給と

競争力強化
（水産林務部）

③高付加価値農業
の推進

（農政部）

②道産食品の輸出
拡大

（経済部）

①総合交通ネット
ワークの形成
（総合政策部）

道内交通体系
の充実・強化

海外需要を積極的
に取り込み、力強
い経済を構築

道産水産物の安
全・安心の確保

海外への道産
農畜産物の販
路拡大

施策間連携

施策間連携

施策間連携

【政策の方向性と施策の関係】

2 分 野：経済・産業

(5)  政 策 の 柱：海外の成長力を取り込んだ経済の持続的発展

A    政策の方向性：アジアなど海外への北海道産食品の輸出拡大

アジアなど海外への北
海道食品の輸出拡大 施策間連携

道産食品輸出額（億円）（暦年）
(施策①②③④)

H30の道産食
品の輸出額
は、目標未達
であるもの
の、1,182億
円で、前年と
比較して
14.8%増加

【総合計画の指標】
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<総合計画施策推進状況>【施策の詳細については、評価調書をご覧ください】（※）はコロナの影響等があった施策

（※）

（※）

（※）

http://www.pref.hokkaido.lg.jp/ss/sks/R2kihonchousyo/check/0704PDC.pdf
http://www.pref.hokkaido.lg.jp/ss/sks/R2kihonchousyo/check/0601PDC.pdf
http://www.pref.hokkaido.lg.jp/ss/sks/R2kihonchousyo/check/0503PDC.pdf
http://www.pref.hokkaido.lg.jp/ss/sks/R2kihonchousyo/check/0204PDC.pdf




施策名 課題等 主な取組 《》内はコロナの影響 総合評価

①総合交通ネット
ワークの形成

・海外の成長力を取り込むため
には、本道と国内外を結ぶ物
流ネットワークを強化するこ
とが必要

○国際海上ネットワークの機能強化
○国際航空貨物の拡大、
○港湾の機能強化
《国際線の運休、研究会の開催中止》

効果的な
取組を検
討し引き
続き推進

②世界の中の北海
道を意識した海
外市場の開拓
（ASEAN、東アジアほか）

・海外の成長力の取り込みによ
る地域経済の活性化が必要

・海外からの投資誘致を促進す
ることが必要

○新たな市場・需要の開拓
○ネットワークの充実・強化
○北海道ブランド力の向上
○海外からの投資誘致の促進
《海外での行動制限、渡航制限》

効果的な
取組を検
討し引き
続き推進

③世界の中の北海
道を意識した海
外市場の開拓

（ロシア他）

・ロシアなど海外市場を取り込
むことによるグローバル化が
必要

・地域間交流の推進に向けた取
組を行っていくことが重要

○現地ネットワークを活用した経
済交流の推進

○ロシア極東地域、欧露部等との交
流展開

《対面での交流事業の中止等》

効果的な
取組を検
討し引き
続き推進

海外展開によるビジネ
ス創出と海外からの

投資の促進

②世界の中の北海道を意識し
た海外市場の開拓

（ASEAN、東アジアほか）
（経済部）

①総合交通ネッ
トワークの形成
（総合政策部）

③世界の中の北
海道を意識した
海外市場の開拓
（ロシア他）
（総合政策部）

新たな市場・
需要を開拓

地域間交
流の推進

道内交通
体系の充
実・強化

【政策の方向性と施策の関係】

2 分 野：経済・産業

(5)  政 策 の 柱：海外の成長力を取り込んだ経済の持続的発展

B    政策の方向性：海外展開によるビジネス創出と海外からの投資の促進

【総合計画の指標】

輸出額（億円）（暦年）(施策①②③)

JTXGエネルギー
が室蘭での生産
を休止し、化学
製品の輸出額が
大きく減少した
ほか、その他工
場製品や水産品
等で幅広く減少

(億円)
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【関連指標】

道の施策により創出する海外からの投資件数
(施策②)

海外での投資
プロモーショ
ンや道内への
投資家招へい
の効果により
増加し、目標
達成

(件)
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施策間連携

ロシアからの来道者実人数(施策③)

※今年度新
たに設定し
た指標のた
め、実績値
なし

(人)

17900
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【関連指標】

<総合計画施策推進状況>【施策の詳細については、評価調書をご覧ください】（※）はコロナの影響等があった施策

（※）

（※）

（※）

http://www.pref.hokkaido.lg.jp/ss/sks/R2kihonchousyo/check/0508PDC.pdf
http://www.pref.hokkaido.lg.jp/ss/sks/R2kihonchousyo/check/0204PDC.pdf
http://www.pref.hokkaido.lg.jp/ss/sks/R2kihonchousyo/check/0205PDC.pdf




施策名 課題等 主な取組 《》内はコロナの影響 総合評価

①滞在交
流型観
光地づ
くりの
推進

・「観光で稼ぐ」意識を幅広く浸
透させていくことが必要

・受入側のホスピタリティ向上等
に取組む必要

・交通拠点と観光地間を結び
つける二次交通の整備が必要

○北海道観光振興機構のマーケティン
グ力の強化

○民族共生象徴空間（ウポポイ）への
国内外から誘客促進を展開

○新たな商品づくり等の取組への支援
○体験型観光の受入体制の整備
《ﾜｰｸｼｮｯﾌﾟ、ﾌﾟﾛﾓｰｼｮﾝの延期等》

効果的な
取組を検
討し引き
続き推進

②総合交
通ネッ
トワー
クの形
成

・北海道新幹線の更なる利用促進、
開業効果の全道波及の推進が必要

・観光等による交流人口の増加を
更に促進することが必要

・新千歳空港を含む道内空港の機
能整備などを進めることが必要

○北海道新幹線の利用促進、開業効果の
全道波及に向けた取組の推進

○新千歳空港の国際拠点空港化や地方
空港の国際化の促進

○国内航空ネットワークの維持・確保
《国際線の運休》

効果的な
取組を検
討し引き
続き推進

2 分 野：経済・産業

食や自然環境など
豊かな資源を活か
した滞在交流型の
観光地づくり

①滞在交流型観光
地づくりの推進
（経済部）

道内交通体系
の充実・強化

施策間連携

【政策の方向性と施策の関係】

観光施策によ
る効果の地域
経済への波及

観光消費額（道内客1 人当たり）（施策①②) 観光消費額（道外客1 人当たり）（施策①②）

前回調査時
（H27）か
ら微減と
なったもの
の、概ね順
調に推移

目標未達であ
るが、魅力あ
る観光地づく
りなど、消費
額増加のため
の取組の成果
により増加

中国人観光
客による
「爆買い」
が落ち着い
たことなど
が要因とな
り、減少

観光消費額（外国人1 人当たり）（施策①②）

【総合計画の指標】

(円)

(円)

(円)

A 政策の方向性：食や自然環境など豊富な資源を活かした滞在交流型の観光地づくり

(6) 政 策 の 柱：多彩な地域資源を活かした世界が憧れる観光立国北海道の更なる推進

②総合交通ネット
ワークの形成
（総合政策部）
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【関連指標】

H30年は胆振東
部地震の影響が
あったものの、
宿泊客延べ数
は、前年度比
1.5％増

宿泊延べ数（万人泊）（施策①）

(万人泊）
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<総合計画施策推進状況>【施策の詳細については、評価調書をご覧ください】（※）はコロナの影響等があった施策

（※）

（※）

http://www.pref.hokkaido.lg.jp/ss/sks/R2kihonchousyo/check/0504PDC.pdf
http://www.pref.hokkaido.lg.jp/ss/sks/R2kihonchousyo/check/0204PDC.pdf




施策名 課題等 主な取組 《》内はコロナの影響 総合評価

①国際会議
等の誘致
推進

・国際会議開催件数は増加傾向
・国や主催者からの情報収集や本
道の魅力の発信が必要

・コロナの感染拡大状況を踏まえ
た誘致活動を検討する必要

○道内経済界等の関係団体との国際会
議誘致に係る情報共有

○道内各市町村・ｺﾝﾍﾞﾝｼｮﾝﾋﾞｭｰﾛｰ等と
の連携強化

○国際会議等の北海道開催について国
への働きかけ

《渡航制限による関係事業の中止等》

効果的な
取組を検
討し引き
続き推進

②誘客活動
の推進

・交流人口の増加がもたらすにぎ
わいや消費の獲得が重要

・好機を生かした効果的な誘客活
動に取り組む必要

○国内からの誘客を促進
○海外からの誘客を促進
○ﾛｹｰｼｮﾝ誘致、ｽﾎﾟｰﾂﾂｰﾘｽﾞﾑの振興、

MICEの誘致促進、教育旅行の誘致
○国際MICEｴｷｽﾎﾟへの出展、ｺﾝﾍﾞﾝｼｮﾝ
開催への助成

《ﾌﾟﾛﾓｰｼｮﾝ活動、ｺﾝﾍﾞﾝｼｮﾝの中止等》

効果的な
取組を検
討し引き
続き推進

③総合交通
ネット
ワークの
形成

・北海道新幹線の更なる利用促進、
開業効果の全道波及の推進が必要

・観光等による交流人口の増加を
更に促進することが必要

○北海道新幹線の利用促進、開業効果
の全道波及に向けた取組の推進

○クルーズ船の誘致活動や港湾施設整備
《海外船社訪問やｷー ﾊ゚ ｿーﾝ招聘事業は未実施》

効果的な
取組を検
討し引き
続き推進

国内外への効果的な誘
客活動による旅行市場

の拡大

②誘客活動の推進
（経済部）

①国際会議等の
誘致推進

（総合政策部）

③総合交通ネッ
トワークの形成
（総合政策部）

効果的な誘客プ
ロモーション

道内交通
体系の充
実・強化

国際会議等
誘致の取組
を推進

【政策の方向性と施策の関係】

2 分 野：経済・産業

(6)  政 策 の 柱：多彩な地域資源を活かした世界が憧れる観光立国北海道の更なる推進

B    政策の方向性：国内外への効果的な誘客活動による旅行市場の拡大

国際会議等の開催件数（暦年）(施策①②)

構成団体と連
携して省庁訪
問を行うなど
効率的に国際
会議の誘致を
行った効果が
表れ、概ね順
調に推移

【総合計画の指標】
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道外からの観光入込客数 (施策②③)

胆振東部地
震の影響が
あったもの
の、PR効果
等により目
標達成
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外国人実績値 外国人目標値

施策間連携 施策間連携

<総合計画施策推進状況>【施策の詳細については、評価調書をご覧ください】（※）はコロナの影響等があった施策

（※）

（※）

（※）

http://www.pref.hokkaido.lg.jp/ss/sks/R2kihonchousyo/check/0505PDC.pdf
http://www.pref.hokkaido.lg.jp/ss/sks/R2kihonchousyo/check/0206PDC.pdf
http://www.pref.hokkaido.lg.jp/ss/sks/R2kihonchousyo/check/0204PDC.pdf




施策名 課題等 主な取組 《》内はコロナの影響 総合評価

①雇用の受
け皿づく
り

・本道の雇用情勢は改善している
ものの全国と比較すると有効求
人倍率は低い

・さらに若者の完全失業率は、他
の年齢層と比較し高い

・雇用のミスマッチが生じており
人材確保に支障が生じている

○地域活性化雇用創造ﾌﾟﾛｼﾞｪｸﾄ協議会
の運営

○ﾌﾟﾛｼﾞｪｸﾄ事業のﾏﾈｼﾞﾒﾝﾄ、情報発信、
調査・分析のほか、企業への事業参
画の促進

○各地域における地元企業の人材確保
支援や職場定着の取組促進

概ね順調
に展開

②産業人材
の育成

・労働力人口減少による経済規模
の縮小など影響の拡大が懸念

・雇用のミスマッチ等により人手
不足が深刻な問題

・一人一人の能力の底上げを図っ
ていくことが重要

○地域人材開発センターの運営費助成
○高等技術専門学院においてｲﾝﾀｰﾝｼｯ
ﾌﾟを実施するなど、産業界のﾆｰｽﾞに
応じた人材の育成を図る

○キャリア形成の推進に向け、中学生
を対象とした職業体験の取組を支援

○障がいのある方が身近な地域で職業
訓練を受講できるよう職業訓練機会
の拡大を図る

概ね順調
に展開

2 分 野：経済・産業

雇用の受け皿
づくりと産業
人材の育成・

確保①雇用の受け皿
づくり

（経済部）

産業界や地
域のニーズ
を踏まえた
人材の育成

【政策の方向性と施策の関係】

良質で安定的
な雇用の受け
皿づくり

就業率（暦年） （施策①②) 雇用創出数（施策①）

地域活性化雇
用創造プロ
ジェクトの事
業展開の効果
により、順調
に推移

人手不足を背景
とした雇用環境
の改善とあわせ
て、地域活性化
雇用創造プロ
ジェクトの事業
展開の効果によ
り、順調に推移

【総合計画の指標】

(人)
(％)

A 政策の方向性：雇用の受け皿づくりと産業人材の育成・確保

(7) 政 策 の 柱：良質で安定的な雇用の場づくりと産業人材の育成・確保

②産業人材の育成
（経済部）

【関連指標】
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<総合計画施策推進状況>【施策の詳細については、評価調書をご覧ください】（※）はコロナの影響等があった施策

http://www.pref.hokkaido.lg.jp/ss/sks/R2kihonchousyo/check/0515PDC.pdf
http://www.pref.hokkaido.lg.jp/ss/sks/R2kihonchousyo/check/0518PDC.pdf




施策名 課題等 主な取組 《》内はコロナの影響 総合評価

①多様な
人材の
就業促
進

・全国と比較すると有効求人倍率
が低いことへの対応が必要

・若者の完全失業率は、他の年齢
層と比較し高い水準にある

・季節労働者の多くは冬期間に就労
機会を失うなど不安定な就労環境

○若者の各ステージにおける就業支援
○北海道地域若者サポートステーショ
ン連絡会議の運営

○ｼﾞｮﾌﾞｻﾛﾝにおける中高年・高齢者向
け就業支援ｾﾐﾅｰ、企業説明会の実施

○季節労働者の通年雇用化を促進
《就業支援のｾﾐﾅｰ、説明会の延期等》

効果的な
取組を検
討し引き
続き推進

②就業環
境の整
備

・全員参加型社会を実現させるた
めに働き方の改革に取り組むこ
とが必要

・本道の非正規労働者数の割合は、
全国を上回っている

・仕事と家庭の両立支援、女性が活
躍できる職場環境の整備が重要

○非正規雇用労働者の正社員化を図る
専門家による個別支援事業を実施

○労働問題セミナーを開催
○労働相談ホットラインを設置
○働き方改革推進企業認定制度や女性
活躍に取り組む企業への表彰

《フォーラム、セミナーの中止》

効果的な
取組を検
討し引き
続き推進

2 分 野：経済・産業

多様な働き手の就
業支援と就業環境

の整備
①多様な人材の

就業促進
（経済部）

就業環境の整
備、働き方改革
に向けた取組

【政策の方向性と施策の関係】

多様な人材の
就業促進、職
場定着を図る

ジョブカフェ北海道での若年者の
就職内定者数（人） （施策①)

雇用情勢の改
善等を背景
に、若年者の
カウンセリン
グ利用件数が
減少し、目標
が未達

国と連携を図
りながら労働
時間の縮減に
向けた啓発に
努めたことか
ら、年間総労
働時間が減少

年間総労働時間（フルタイム労働者）（暦年）
（施策②）

【総合計画の指標】

(ｈ)

(人)

【ほか８つの関連指標】

B 政策の方向性：多様な働き手の就業支援と就業環境の整備

(7) 政 策 の 柱：良質で安定的な雇用の場づくりと産業人材の育成・確保

②就業環境の整備
（経済部）
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男性の育児
休業取得
は、人手不
足の背景も
あり目標値
には未達

育児休業取得率（施策②）

(％）
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高齢者（６５歳以上）の就業率
（施策①)

目標は未達で
あるものの、
R1年の就業率
は、全国平均
の伸び率を上
回る1.5ポイ
ント上昇

(％)
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<総合計画施策推進状況>【施策の詳細については、評価調書をご覧ください】（※）はコロナの影響等があった施策

（※）

（※）

http://www.pref.hokkaido.lg.jp/ss/sks/R2kihonchousyo/check/0516PDC.pdf
http://www.pref.hokkaido.lg.jp/ss/sks/R2kihonchousyo/check/0514PDC.pdf




施策名 課題等 主な取組 《》内はコロナの影響 総合評価

①地域政策
の推進

・人口減少や少子高齢化の進行に
より、地域の経済や暮らしなど
様々な分野への影響が懸念

・地域の特性や資源、強みを活か
し、多様な主体と連携した地域
振興を効果的に推進していくこ
とが必要

○企業や人材等のマッチング
○地域の生活サービス機能維持に向けた取
組や地域創生の取組に対して交付金助成

○地域活動の担い手となる人材の育成
○札幌市と道内市町村の連携推進
《セミナー、イベントの延期等》

効果的な
取組を検
討し引き
続き推進

②総合交通
ネットワー
クの形成

・人口減少や少子高齢化が進行
・住み慣れた地域で安全・安心・
豊かに生活することができるよ
う、地域の交通や物流の確保に
向けた取組の推進が必要

○生活交通の維持・確保と利便性の向上
○多様な主体が一体となった協議・検討体
制による施策の推進

○シームレスな交通体系の実現に向けたモ
デル的な取組

効果的な
取組を検
討し引き
続き推進

③市民活動
の促進

・人口減少・高齢化が進行
・地域ｺﾐｭﾆﾃｨを支える人材が不足
・市民活動の促進とあわせて、市
民活動を支援する中間支援組織
の機能強化も必要

○市民活動に関する情報収集・提供、学習
機会の確保、人材育成等

○中間支援組織研修会の開催
○NPO法人の認証
○公益的活動に取り組む団体へ活動費助成

概ね順調
に展開

④北国らし
い個性豊か
で活力のあ
る住まい・
まちづくり
の推進

・人口減少・少子高齢化の進行な
どにより、生活関連サービスや
コミュニティ機能の維持が課題

・良質な民間住宅の普及促進など
のまちづくりを推進する必要

・適切に管理されない空き家等が
増加

○「北の住まいるタウン」の推進
○地域課題・広域的な需要に対応した公営
住宅整備

○北方型住宅施策等の推進
○空き家情報バンクの運営・周知

概ね順調
に展開

⑤集落対策
の推進

・人口減少や高齢化の進行に伴い、
地域において生活機能の低下や
交通手段が不足

・集落機能の維持・確保に向けて、
地域の実情に即した集落対策を
地域が主体的に実施することが
必要

○集落対策の先進事例の現地視察会を実施
○有識者を交えた意見交換会を開催
○情報交換や懇親のため交流大会を開催
○地域課題の担い手育成を図るファシリ
テーション研修を実施

○市町村や地域でまちづくりに取り組む団
体からの相談対応、情報提供

《研究会等の開催方法の変更》

効果的な
取組を検
討し引き
続き推進

地域で互いに支え
合うまちづくりの

推進

②総合交通ネッ
トワークの形成
（総合政策部）

⑤集落対策の
推進

（総合政策部）

④北国らしい個性
豊かで活力のある
住まい・まちづく

りの推進
（建設部）

③市民活動の促進
（環境生活部）

①地域政策の
推進

（総合政策部）

多様な主体と
連携・協働し
た地域づくり

地域公共交通
ネットワーク
の構築

個性豊かで活
力ある地域社
会づくり

地域の主体
的な集落対
策の促進

生活を支え
る取組と連
携したまち
づくり

【政策の方向性と施策の関係】

3 分 野：人・地域

(1)  政 策 の 柱：協働によるまちづくりの推進や地域コミュニティの再構築

A    政策の方向性：地域で互いに支え合うまちづくりの推進

<総合計画施策推進状況>【施策の詳細については、評価調書をご覧ください】（※）はコロナの影響等があった施策

（※）

（※）

（※）

http://www.pref.hokkaido.lg.jp/ss/sks/R2kihonchousyo/check/0204PDC.pdf
http://www.pref.hokkaido.lg.jp/ss/sks/R2kihonchousyo/check/0208PDC.pdf
http://www.pref.hokkaido.lg.jp/ss/sks/R2kihonchousyo/check/0801PDC.pdf
http://www.pref.hokkaido.lg.jp/ss/sks/R2kihonchousyo/check/0310PDC.pdf
http://www.pref.hokkaido.lg.jp/ss/sks/R2kihonchousyo/check/0207PDC.pdf


【関連指標】

集落対策に取り
組む方々のネッ
トワークの構築
により、集落対
策の必要性の意
識醸成が図ら
れ、実績値が増
加（隔年調査）

集落対策を実施している市町村数（集落対策に
取り組む市町村数）（施策⑤）

<総合計画施策推進状況>

【総合計画の指標】

(市町村数)

3 分 野：人・地域

(1)  政 策 の 柱：協働によるまちづくりの推進や地域コミュニティの再構築

A    政策の方向性：地域で互いに支え合うまちづくりの推進

「できれば今と同じ市町村に住んでいたい」
と考える人の割合(施策①②④)

※今年度、基
準値を改定

(％)

75.4
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増加数は昨年
より鈍化して
いるが、情報
提供や認証手
続等の利便性
向上等により
件数は微増、
順位は昨年を
上回った

NPO法人数（都道府県順位）（施策③）

(順位）

18
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17

17
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20
H29 H30 R1 R2

実績値 目標値

まちなか居住の位置づけとして整備する公営住
宅ストック数（施策④）

物価上昇や労
務単価の高騰
により建設費
が上昇してい
るため、計画
的な整備に影
響を及ぼして
おり、結果が
低調

(ストッ
ク数)

5045 5265 5464

5004 5336 5993 6411
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実績値 目標値

住民の日常生
活を維持して
いくため、市
町村の取組を
引き続き、支
援していく必
要

食料品などの日々の買い物に「満足している」、
「やや満足している」人の割合（施策⑤）

(％)

77.5 78.7
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【ほか１つの関連指標】



施策名 課題等 主な取組 《》内はコロナの影響 総合評価

①移住・定
住の推進

・人口減少が進行
・首都圏への進学や就職等による
転出超過の傾向

・関係人口の創出・拡大による地
域の活性化が必要

○「北海道ふるさと移住定住推進セン
ター」など首都圏等での相談対応の実
施、移住関連情報の発信

○地域おこし協力隊向け研修会の開催
《移住相談･各種ｲﾍﾞﾝﾄのｵﾝﾗｲﾝ開催》

効果的な
取組を検
討し引き
続き推進

②産業人材
の確保

・少子高齢化や転出超過による労
働力人口の減少が続いており、
海外や道外から人材を確保する
必要

・幅広い分野での人材不足や雇用
のﾐｽﾏｯﾁなどの問題があるほか、
戦略産業の人材確保も重要

○外国人材の受入体制整備の促進に向け
たｾﾐﾅｰ・ﾜｰｸｼｮｯﾌﾟの開催

○UIJﾀｰﾝ促進に向けたﾏｯﾁﾝｸﾞｻｲﾄの運営
○戦略産業への就業促進に向け企業説明
会やｲﾝﾀｰﾝｼｯﾌﾟ事業を実施

○地域企業を対象に地域就労促進に向け
た人材確保ｾﾐﾅｰを実施

○北海道ﾌﾟﾛﾌｪｯｼｮﾅﾙ人材ｾﾝﾀｰの運営
《ｾﾐﾅｰのｵﾝﾗｲﾝ開催など事業手法の変更》

効果的な
取組を検
討し引き
続き推進

3 分 野：人・地域

居住環境の魅力を
活かした移住・定

住の促進

①移住・定住の
推進

（総合政策部）

本道の地域を
支える産業人
材の確保

【政策の方向性と施策の関係】

移住・定住
の促進に向
けた取組

ちょっと暮らし滞在日数（施策①）

長期滞在のツ
アー利用者の
増加や、利用
時期・利用日
数の調整など
市町村の取組
の効果によ
り、利用者が
増加

制度の普及が進
んでいること
や、道内の過疎
地域等での活動
を希望する都市
住民が多数いる
ことを背景に、
隊員数が増加

地域おこし協力隊員数（施策①）

【総合計画の指標】

(日)

(人)

【ほか１つの関連指標】

B 政策の方向性：居住環境の魅力を活かした移住・定住の促進

(1) 政 策 の 柱：協働によるまちづくりの推進や地域コミュニティの再構築

②産業人材の確保
（経済部）

「ふるさと移住定住推進センター」
の年間相談件数（施策①)

東京センター
の認知度向
上、通年によ
る北海道暮ら
しミーティン
グの実施によ
り相談件数が
増加

(件)
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【関連指標】

施策間連携

道内企業への就業者数（施策②)

R1年度から
実施してい
る移住支援
金事業の実
績が低調で
あったた
め、目標未
達

(件)
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<総合計画施策推進状況>【施策の詳細については、評価調書をご覧ください】（※）はコロナの影響等があった施策

（※）

（※）

http://www.pref.hokkaido.lg.jp/ss/sks/R2kihonchousyo/check/0209PDC.pdf
http://www.pref.hokkaido.lg.jp/ss/sks/R2kihonchousyo/check/0517PDC.pdf




施策名 課題等 主な取組 《》内はコロナの影響 総合評価

①ＩＣＴ
の利活
用の推
進

・IoT、AIの発展など「第４次産
業革命」の技術革新や環境の変
化を的確に捉える必要

・様々な分野でICTを活用するこ
とにより、生産性の向上や高品
質化、労働力不足などの問題解
決が期待される

○情報通信格差是正の促進
○市町村職員向けｵｰﾌﾟﾝﾃﾞｰﾀ研修会の開催
○道内市町村のIoT推進の支援を行う事
業者へ補助

○ICT-BCP策定支援ｾﾐﾅｰを開催
○地域情報化推進会議を開催
○庁内情報ｼｽﾃﾑの最適化の取組、維持・
管理、情報ｾｷｭﾘﾃｨ対策の実施

《ｾﾐﾅｰの中止等》

効果的な
取組を検
討し引き
続き推進

3 分 野：人・地域

地域の可能性を広げ
るICTの活用

①ICTの利活用の推進
（総合政策部）

最新技術を積
極的に活用

【政策の方向性と施策の関係】

テレワーク導
入を推進

【総合計画の指標】

C 政策の方向性：地域の可能性を広げるICTの活用

(1) 政 策 の 柱：協働によるまちづくりの推進や地域コミュニティの再構築

ＩＣＴに関する
環境整備や知識
の習得に向けた
取組

ブロードバンドサービス人口普及率（％）
（施策①)

スマートフォン
やタブレットと
いったモバイル
端末の急速な普
及により、当初
の予想を上回る
数値

(％)

143.1
157.5

167

127.2 131.5 135.8 140

100

150

200

H29 H30 R1 R2

実績値 目標値

<総合計画施策推進状況>【施策の詳細については、評価調書をご覧ください】（※）はコロナの影響等があった施策

（※）

http://www.pref.hokkaido.lg.jp/ss/sks/R2kihonchousyo/check/0210PDC.pdf




ふるさとへの誇りと愛着
を育み、これからの北海

道を担う人づくり

②確かな学力を育む
教育の推進
（教育庁）

⑧私立学校等への
支援

（総務部）

⑤特別支援教育の
推進

（教育庁）

⑥キャリア教育の推
進

（教育庁）

④幼児教育・子育て
支援の充実
（教育庁）

③心身の健やかな成
長を促す教育の推進

（教育庁）

①安全・安心な教育
環境づくり
（教育庁）

建築物の
耐震化促進

学力向上対策 体力向上対策
食育・健康教育

質の高い
教育活動
の提供

私立学校
などへの
支援

キャリア教
育の充実

教育的ニー
ズに応じた
指導や支援

【政策の方向性と施策の関係】

<総合計画施策推進状況>【施策の詳細については、評価調書をご覧ください】

3 分 野：人・地域

(2)  政 策 の 柱：北海道の未来を拓く人材の育成

A    政策の方向性：ふるさとへの誇りと愛着を育み、これからの北海道を担う人づくり

施策名 課題等 主な取組 《》内はコロナの影響 総合評価

①安全・安
心な教育
環境づく
り

・大規模な地震・津波の発生など
自然災害リスクが存在

・住民生活や地域の活性化に不可
欠なｲﾝﾌﾗ整備を推進する必要

○市町村立学校における長寿命化・耐震化
等についての相談対応や研修会の開催

○学校安全体制の整備に係る事業の充実な
どについて国へ要請

概ね順調
に展開

②確かな学
力を育む
教育の推
進

・全国学力・学習状況調査では全
教科で全国平均を下回っている

・国際的な分野で活躍できる人材
の育成が必要

○地域や学校の実態に応じた支援
○ICTを活用した遠隔授業・研修の推進
○家庭教育に関する学習機会の充実支援
《各種会議・研修会の延期等》

効果的な
取組を検
討し引き
続き推進

③心身の健
やかな成長
を促す教育
の推進

・全国体力・運動能力、運動習慣
等調査で全国平均を下回ってい
る

・望ましい食習慣の定着が課題

○学校における体力向上の取組の推進
○児童生徒の運動機会の充実
○栄養教諭を中心とした食育推進体制の整備
《大会の中止、研修会の中止等》

効果的な
取組を検
討し引き
続き推進

④幼児教
育・子育
て支援の
充実

・幼児教育の重要性への認識が高
まっている

・幼児教育と小学校教育の円滑な
接続の一層の推進が必要

○幼稚園教諭、保育教諭及び保育士等を対
象とした研修の実施

○幼小接続の重要性や取組事例などについ
て、市町村等と情報共有

効果的な
取組を検
討し引き
続き推進

⑤特別支援
教育の推
進

・幼児期から学校卒業後まで切れ
目のない指導や支援が必要

・障がいの重度・重複化等に対応
した指導や支援の充実が必要

○個別の教育支援計画による幼児期から学
校卒業後までの特別支援教育の充実

○特別支援教育に関する校内研修の促進
《教員免許法に基づく認定講習の中止》

効果的な
取組を検
討し引き
続き推進

⑥キャリア
教育の推
進

・ふるさとに誇りを持ち、地域や
産業を支える人材の育成が必要

・国際的な分野で活躍できる人材
の育成が必要

○キャリアガイダンスを実施
○インターンシップ受入れ先の開拓
○高等学校就職促進マッチング事業の実施
《ｺﾛﾅの対応を踏まえたｲﾝﾀｰﾝｼｯﾌﾟの実施》

効果的な
取組を検
討し引き
続き推進

⑦生涯学習
の推進

・地域の良さに触れる機会や課題
を学ぶことは重要

・学んだ成果を活かしている道民
の割合は６割程度

○社会教育、地域づくりを担う人材の育成
に向けた研修機会の充実

○道民ｶﾚｯｼﾞによる多様な学習機会の提供
《道民ｶﾚｯｼﾞ開講講座の中止等》

効果的な
取組を検
討し引き
続き推進

⑧私立学校
等への支
援

・少子化の進行による、経営環境
の悪化

・学習機会が奪われることのない
よう、保護者への支援も必要

○私立学校等の管理運営や学校施設の耐震
化に要する経費の一部を助成

○世帯の教育費負担軽減のための助成

概ね順調
に展開

⑦生涯学習の推進
（教育庁）

社会教育の充実
施策間連携

<総合計画施策推進状況>【施策の詳細については、評価調書をご覧ください】（※）はコロナの影響等があった施策

（※）

（※）

（※）

（※）

（※）

http://www.pref.hokkaido.lg.jp/ss/sks/R2kihonchousyo/check/1101PDC.pdf
http://www.pref.hokkaido.lg.jp/ss/sks/R2kihonchousyo/check/0105PDC.pdf
http://www.pref.hokkaido.lg.jp/ss/sks/R2kihonchousyo/check/1105PDC.pdf
http://www.pref.hokkaido.lg.jp/ss/sks/R2kihonchousyo/check/1106PDC.pdf
http://www.pref.hokkaido.lg.jp/ss/sks/R2kihonchousyo/check/1104PDC.pdf
http://www.pref.hokkaido.lg.jp/ss/sks/R2kihonchousyo/check/1103PDC.pdf
http://www.pref.hokkaido.lg.jp/ss/sks/R2kihonchousyo/check/1102PDC.pdf
http://www.pref.hokkaido.lg.jp/ss/sks/R2kihonchousyo/check/1107PDC.pdf


【関連指標】

<総合計画施策推進状況>

【総合計画の指標】

【ほか２０の関連指標】

3 分 野：人・地域

(2)  政 策 の 柱：北海道の未来を拓く人材の育成

A    政策の方向性：ふるさとへの誇りと愛着を育み、これからの北海道を担う人づくり

児童生徒の体力・運動能力の状況（小５）
男子・女子（施策③）

目標未達であ
り、体育授業改
善の取組により
H25年度以降、
改善傾向である
ものの、体育授
業以外での運動
自覚の確保が必
要

(Ｔ得点：全国平均を50とした時の数値)

49.3 49.1 49.1

48.6 48.7 48.7

50 50 50

47

48

49

50

H29 H30 R1

小５男子 小５女子

目標値

目標未達であ
り、体育授業改
善の取組により
H25年度以降、
改善傾向である
ものの、体育授
業以外での運動
自覚の確保が必
要

児童生徒の体力・運動能力の状況（中２）
男子・女子（施策③）

(Ｔ得点)

48.6 48.6 48.6

46.6 46.5 46.7

50 50 50

44

46

48

50

H29 H30 R1

中２男子 中２女子

目標値

目標未達であるも
のの、各市町村や
団体と連携・協働
し、住民の地域活
動への意欲を行動
に結びつけるきっ
かけづくりなどを
促進していく

生涯学習の成果を活用している住民の割合
（％）（施策⑦）

(％)

61.7

58.3

59.8

62.6 63.8
65

67.5

50

55

60

65

70

H29 H30 R1 R2

実績値 目標値

平均正答率の状況（小学生の国語、算数）
（施策②)

※目標値は100
（全国平均）
※R1からはABの
問が一体化

家庭学習時間の
少なさが要因の
一つとして目標
未達

(％)

98.5 99.2

97.9 96.3

98.4
98.3 98

94.8 94.6

96.8

90

95

100

H29 H30 R1

小国Ａ 小国Ｂ

小算Ａ 小算Ｂ

平均正答率の状況（中学生の国語、数学）
（施策②)

※目標値は100
（全国平均）
※R1からはABの
問が一体化

家庭学習時間の
少なさが要因の
一つとして目標
未達

(％)

99.1

100.7

99.3
100 99

98

98.2

99.3

97.7
97.296

98

100

102

H29 H30 R1

中国Ａ 中国Ｂ

中数Ａ 中数Ｂ

幼小連携・接
続の重要性の
普及に係る取
組の効果や、
各市町村にお
ける機運の高
まりから順調
に推移

幼児教育と小学校教育の円滑な接続（施策④）

(％)

65.1

72.1

65

76.7

55

60

65

70

75

80

H29 H30 R1

実績値 目標値

サポート企業登録数（施策⑤）

※今年度新
たに設定し
た指標のた
め、実績値
なし

(企業)

177
203

220

0

50

100

150

200

250

H30 R1 R2

実績値 目標値

企業・大学等
との連携によ
り、順調に増
加

道立学校（職業学科設置）において、学ん
だ専門的な知識や技術も踏まえて進路を選
択した生徒の割合（施策⑥）

(％)

64

74.9

80.1
86.8

50

70

90

H30 R1 R2

実績値 目標値

【関連指標】



施策名 課題等 主な取組 《》内はコロナの影響 総合評価

①グローバ
ル人材等の
育成

・新たな価値を創出するイノベー
ション人材の育成・確保が必要

・海外留学の促進や人材活用に向
けた環境の整備などが課題

○ほっかいどう未来チャレンジ基金による留
学支援

○応援パートナー企業等の開拓、産学官で
構成する応援会議の設置・運営

《留学生の募集中止、報告会の延期等》

効果的な
取組を検
討し引き
続き推進

②国際理解
教育の充実

・グローバル化が急速に進展する
中、諸外国の歴史や文化等の価
値観を理解し、国際的な分野で
活躍できる人材の育成が必要

○外国人児童生徒等の指導支援体制の整備
○高校生の国際理解教育や交換留学の支援
○英語教育の指導体制の充実
《ｸ゙ ﾛー ﾊ゙ ﾙ人材育成ｷｬﾝﾌ゚ 、交換留学の中止等》

効果的な
取組を検
討し引き
続き推進

③地域のグ
ローバル化
に向けた環
境整備等

・国際化の進展、新たな在留資格
の創設等に対応した多文化共生
社会の実現に向けた取組が必要

○北海道国際交流・協力総合センターとの
連携による留学生の受入等を実施

○JICA海外協力隊の募集等への協力
《渡航制限による関連事業の中止等》

効果的な
取組を検
討し引き
続き推進

④私立学校
等への支援

・少子化の進行による、経営環境
の悪化

・学習機会が奪われることのない
よう、保護者への支援も必要

○私立学校等の管理運営や学校施設の耐震
化に要する経費の一部を助成

○世帯の教育費負担軽減のための助成

概ね順調
に展開

④私立学校等への
支援

（総務部）

③地域のグローバ
ル化に向けた
環境整備等

（総合政策部）

②国際理解教育の
充実

（教育庁）

①グローバル人材
等の育成

（総合政策部） 新たな価値を
創出する人材
の発掘・育成

国際理解教育
の充実

私立学校など
への支援

施策間連携

施策間連携

施策間連携

【政策の方向性と施策の関係】

3 分 野：人・地域

(2)  政 策 の 柱：北海道の未来を拓く人材の育成

B    政策の方向性：グローバル化に対応した世界で活躍できる多様な人材の育成

グローバル化に対応
した世界で活躍でき
る多様な人材の育成

戦略的な国際
化施策の展開

国際理解教育を行っている公立高校の割合
(施策①②)

これまでの学校
に対する働きか
けが成果に表れ
ており、目標達
成

100 100 100

100 100 100

100

0

50

100

H29 H30 R1 R2

実績値 目標値

外国人留学生数（施策③）

補助金事業に
よる海外留学
フェアへの出
展や道内各大
学による学生
誘致活動の効
果が表れ目標
達成

(人)

3155 3614
4383

2700 2992 3093 3194

0

2000

4000

6000

H29 H30 R1 R2

実績値 目標値

【総合計画の指標】

【関連指標】

特色ある私学教育の推進のための助成率
（幼稚園、高校）(施策④)

特色ある教育
の実施状況に
応じて特別分
補助が行われ
ており、目標
達成している

(％)

100 100 100100 100 100

100 100 100 100

0

50

100

H29 H30 R1 R2

幼稚園 高校 目標値

(％)

「ほっかいどう未来チャレンジ基金」応援
パートナー・応援サポーター数（施策①）

ＰＲ等の広報活
動、企業訪問に
より、理解が深
まったことによ
る協力企業等が
増加し、目標達
成

(企業)

87

95

92

97

80

90

100

H30 R1 R2
実績値 目標値

【ほか３つの関連指標】

<総合計画施策推進状況>【施策の詳細については、評価調書をご覧ください】（※）はコロナの影響等があった施策

（※）

（※）

（※）

http://www.pref.hokkaido.lg.jp/ss/sks/R2kihonchousyo/check/0105PDC.pdf
http://www.pref.hokkaido.lg.jp/ss/sks/R2kihonchousyo/check/0212PDC.pdf
http://www.pref.hokkaido.lg.jp/ss/sks/R2kihonchousyo/check/1108PDC.pdf
http://www.pref.hokkaido.lg.jp/ss/sks/R2kihonchousyo/check/0211PDC.pdf




施策名 課題等 主な取組 《》内はコロナの影響 総合評価

①いじめ防止対
策の推進

・依然として、多くの児童生徒が
いじめに苦しんだり、不登校と
なっている状況

○学識経験者等の第三者で構成する
北海道いじめ調査委員会において、
重大事態として報告された事案に
ついて審議

効果的な
取組を検
討し引き
続き推進

②豊かな人間性
と社会性を育
む教育の推進

・多くの児童生徒がいじめに苦しん
だり、不登校となっている状況

・豊かな心を育む道徳教育、ふる
さと教育の充実が重要

○ｽｸｰﾙｿｰｼｬﾙﾜｰｶｰ、ｽｸｰﾙｶｳﾝｾﾗｰの配置
○学校における人権教育の充実
○身近な地域の歴史、アイヌ文化、
北方領土などふるさと教育の充実

効果的な
取組を検
討し引き
続き推進

③青少年の健全
な育成

・核家族化の進行による地域社会
とのつながりの希薄化

・ｲﾝﾀｰﾈｯﾄの利用に起因するﾄﾗﾌﾞﾙ・
犯罪、ひきこもり、子どもの貧
困などの問題が生じている

○北海道青少年育成協会への助成を通
じ、青少年の健全育成運動を推進

○青少年健全育成条例で規制対象と
している店舗への立入調査等

○ｲﾝﾀｰﾈｯﾄ利用による有害情報への対策

概ね順調
に展開

次代の社会を担う
子ども・青少年が
健全に育成される

環境づくり

②豊かな人間性と社会
性を育む教育の推進

（教育庁）

①いじめ防止対策
の推進

（総合政策部）

③青少年の健全な
育成

（環境生活部）

豊かな心を育
む教育の充実

青少年が健全
に育成される
社会の実現

いじめの未然
防止や早期発
見・早期対応

【政策の方向性と施策の関係】

3 分 野：人・地域

(2)  政 策 の 柱：北海道の未来を拓く人材の育成

C    政策の方向性：次代の社会を担う子ども・青少年が健全に育成される環境づくり

いじめに対する意識（中学校）（施策①②）

目標未達である
が、いじめの問
題を主体的に考
える取組の促進
の効果により、
基準年度と比較
するとわずかで
はあるが向上

巡回パトロー
ルや地域活動
の推進など青
少年の非行防
止の取組など
事業効果が表
れ、目標達成

道内の刑法犯少年数（施策③）

【総合計画の指標】

(％)

(人)

2.2 2 1.7

2.3 2.2 2.1 2

0

1

2

3

H29 H30 R1 R2

実績値 目標値

【関連指標】

施策間連携施策間連携

いじめに対する意識（小学校） (施策①②)

目標未達である
が、いじめの問
題を主体的に考
える取組の促進
の効果により、
基準年度と比較
するとわずかで
はあるが向上

(％）

83.2
88 87.2

100 100 100 100

70

80

90

100

H29 H30 R1 R2

実績値 目標値

83.2 80.8 79.3

100 100 100 100

70

80

90

100

H29 H30 R1 R2

実績値 目標値

【ほか３つの関連指標】

アイヌの人たちの歴史・文化等に関する学習にお
いて、施設や人材を活用した体験を通した学習を
行っている学校の割合（小学、中学） (施策②)

目標未達であ
るが、理解の
促進の効果に
より、基準年
度と比較する
とわずかでは
あるが向上

(％)

33.8
46.2 47.0

60.3

19.8 29.2
35.1

51.3

0

50

100

H28 H30 R1

小学 目標(小学)

中学 目標(中学)

<総合計画施策推進状況>【施策の詳細については、評価調書をご覧ください】（※）はコロナの影響等があった施策

http://www.pref.hokkaido.lg.jp/ss/sks/R2kihonchousyo/check/1109PDC.pdf
http://www.pref.hokkaido.lg.jp/ss/sks/R2kihonchousyo/check/0213PDC.pdf
http://www.pref.hokkaido.lg.jp/ss/sks/R2kihonchousyo/check/0311PDC.pdf




施策名 課題等 主な取組 《》内はコロナの影響 総合評価

①高齢者
や障がい
のある人
等の社会
参加の促
進

・多くの企業が法定雇用率を達成
していないことへの対応が必要

・地域で経済的に自立した生活を
送るため工賃向上の取組が必要

・高齢化や生産年齢人口が減少す
る中でも、地域の活力を維持・
向上させていく必要

○障害者就業・生活支援ｾﾝﾀｰを通じた障が
いのある人の職業生活における自立促進

○授産事業所等の収益及び工賃の向上
○農福連携に取り組む事業者への支援
○高齢者の社会参加促進に向けたｾﾐﾅｰの開催
○地域活躍支援ｺｰﾃﾞｨﾈｰﾀｰによる情報提供
《ｾﾐﾅｰの開催方法の変更等》

効果的な
取組を検
討し引き
続き推進

②多様な
人材の
就業促
進

・65歳以上の方の就業率は全国
平均を下回っている

・障がいのある方の民間企業にお
ける実雇用率は、全国平均を上
回り、法定雇用率を達成

○ｼﾞｮﾌﾞｻﾛﾝにおける中高年・高齢者向け就
業支援ｾﾐﾅｰ、合同企業説明会の実施

○雇用促進ﾌｪｱの開催、特別支援学校見学
会の開催等による就業促進

○障害者就業・生活支援ｾﾝﾀｰの運営
《就業支援のｾﾐﾅｰ、説明会の延期等》

効果的な
取組を検
討し引き
続き推進

3 分 野：人・地域

意欲と希望のある
高齢者や障がいの

ある方々の
活躍促進

①高齢者や障がい
のある人等の社会

参加の促進
（保健福祉部）

幅広い就労
機会の確保

【政策の方向性と施策の関係】

働きやすい
環境づくり

障がい者の実雇用率（民間企業）（施策①②）

北海道労働局
をはじめ関係
機関と連携し
た雇用促進に
より、企業に
おける障がい
者雇用が促進
され、実雇用
率は改善

目標未達であ
るが、市町村
主催のイベン
トと合同でセ
ミナーを開催
するなどによ
り参加人数は
増加

アクティブシニア等の研修会の受講者数
（施策①）

【総合計画の指標】

(％)

(人)

【ほか２つの関連指標】

A 政策の方向性：意欲と希望のある高齢者や障がいのある方々の活躍促進

(3) 政 策 の 柱：高齢者や障がいのある方々、女性が活躍できる社会づくり

②多様な人材の
就業促進
（経済部）

0

1293

4200

6300

0

2000

4000

6000

8000

H26 R1 R2

実績値 目標値

【関連指標】

就労移行支援事
業の事業所数が
ほぼ横ばいで推
移し、その利用
者を含めた福祉
施設から一般就
労への移行者数
は目標に達して
いない

福祉施設から一般就労への移行（施策①）

(人）

施策間連携

895 968 1111
1146

1343 1343 1343

0

500

1000

1500

H28 H29 H30 R1

実績値 目標値

2.13
2.2 2.27

2

2.16 2.2

2.2

1.8

2

2.2

2.4

h29 h30 r1 r2

実績値 目標値

高齢者（６５歳以上）の就業率（施策①②)

目標は未達であ
るものの、R1
年の就業率は、
全国平均の伸び
率を上回る1.5
ポイント上昇

(％)

18.7 20.3 21.8

23 24.3 24.9

0

10

20

30

h29 h30 r1 r2

実績値 目標値

全国平均
値以上

<総合計画施策推進状況>【施策の詳細については、評価調書をご覧ください】（※）はコロナの影響等があった施策

（※）

（※）

http://www.pref.hokkaido.lg.jp/ss/sks/R2kihonchousyo/check/0411PDC.pdf
http://www.pref.hokkaido.lg.jp/ss/sks/R2kihonchousyo/check/0516PDC.pdf




施策名 課題等 主な取組 《》内はコロナの影響 総合評価

①男女平
等参画
社会の
実現

・いまだ根強く残っている「固定
的な性別役割分担意識」を解消
することが必要

・女性のライフステージに対応し
た活躍支援の取り組みが必要

・配偶者等からの暴力の防止に向
けた取組を推進することが必要

○道立女性プラザの管理・運営
○男女平等参画に関する道内の様々な取
組を紹介する情報紙を発行

○女性の活躍推進に向けた気運の醸成と
意識改革のため北の輝く女性応援会議、
セミナーを開催

○一時保護及び自立支援のために活動し
ている民間シェルターへの支援

○女性相談援助センター等の配偶者暴力
相談支援センターを中心に、相談対応
を実施

概ね順調
に展開

②多様な
人材の
就業促
進

・女性の就業率は改善しているも
のの、全国平均を下回っている

○「子育て女性再就職応援事業」で収集
した好事例を効果的に地域へ展開し、
道内全域で子育て女性の再就職に関す
る独自の取組を促進

○働きたい女性の就業を支援するマザー
ズキャリアカフェにおけるカウンセリ
ングを実施

《潜在人材掘り起こし推進事業の延期等》

効果的な
取組を検
討し引き
続き推進

3 分 野：人・地域

社会のあらゆる
分野で女性の力が

発揮できる
環境づくり

①男女平等参画社
会の実現

（環境生活部）

多様なライフ
サイクルの中
での就業促進

【政策の方向性と施策の関係】

女性の力が
発揮できる
環境づくり

【総合計画の指標】

B 政策の方向性：社会のあらゆる分野で女性の力が発揮できる環境づくり

(3) 政 策 の 柱：高齢者や障がいのある方々、女性が活躍できる社会づくり

②多様な人材の就
業促進

（経済部）

施策間連携

女性（２５～３４歳）の就業率
（施策①)

目標未達であ
るが、H30年
と比較して2.5
ポイント増加
しており、全
国平均との差
は縮小

(％)

71.4

74.5
77

75.7 77.6 78.6

65

70

75

80

h29 h30 r1 r2

実績値 目標値

全国平均
値以上

【関連指標】

【ほか１つの関連指標】

女性（５５～５９歳）の就業率
（施策②)

※今年度、
基準値の見
直しを行っ
たため、実
績値なし

(％)

70.6

71.5

70

70.5

71

71.5

72

r1 r2

実績値 目標値

<総合計画施策推進状況>【施策の詳細については、評価調書をご覧ください】（※）はコロナの影響等があった施策

（※）

http://www.pref.hokkaido.lg.jp/ss/sks/R2kihonchousyo/check/0312PDC.pdf
http://www.pref.hokkaido.lg.jp/ss/sks/R2kihonchousyo/check/0516PDC.pdf




施策名 課題等 主な取組 《》内はコロナの影響 総合評価

①アイヌ文化
の振興

・伝承者の高齢化などからアイヌ
語やアイヌ文化の継承・保存が
急務

・道民への理解の促進を図ること
が必要

○ウポポイの魅力について情報発信
○「イランカラプテ」ｷｬﾝﾍﾟｰﾝの推進
○アイヌ伝統工芸と現在デザインが融合
した商品の開発

《ウポポイの開業延期に伴う、PRｲﾍﾞﾝﾄ
等の関連事業が一部中止》

効果的な
取組を検
討し引き
続き推進

②教育分野に
おける文
化・芸術活
動の振興

・文化に対する関心や期待が高ま
っている

・各地域における文化財の活用方
策に課題

・縄文遺跡群の世界遺産への登録
が期待されている

○文化財の調査・保存・活用の推進
○アイヌ民俗文化財の調査・保存・伝承
活動の推進

○民俗芸能伝承フォーラムの開催
○「縄文夏まつり」の開催など普及啓発
事業を実施

概ね順調
に展開

③北海道独自
の歴史・文
化の発信と
継承

・縄文遺跡群の、早期の世界遺産
登録に向けての取組推進が必要

・文化に対する関心や期待が高ま
っている

・北海道みんなの日は、まだ十分
に定着したとは言えない状況

○縄文文化に係るセミナー・フォーラム
の開催

○北海道開拓の村の整備
○市町村や企業等と連携した道みんの日
のPR

《博物館の臨時休館、ｲﾍﾞﾝﾄの中止等》

効果的な
取組を検
討し引き
続き推進

北海道独自の歴史・
文化の発信と次代へ

の継承

②教育分野における文
化・芸術活動の振興

（教育庁）

①アイヌ文化の
振興

（環境生活部）

③北海道独自の歴
史・文化の発信と

継承
（環境生活部）

文化財の保存・
活用の推進

本道ならでは
の歴史や文化
を次世代に継
承し、発信

アイヌの人た
ちの伝統や文
化に関する理
解の促進

【政策の方向性と施策の関係】

3 分 野：人・地域

(4)  政 策 の 柱：ふるさとの歴史・文化の発信と継承

A    政策の方向性：北海道独自の歴史・文化の発信と次代への継承

【総合計画の指標】 【関連指標】

施策間連携施策間連携

北海道博物館の利用者満足度（施策③）

提供している展
示内容や施設環
境、利用者サー
ビスなどが概ね
高い水準で維持
されていると考
えられ、目標達
成

(％）

73 76

93.7

70 70 70 70

50

70

90

H29 H30 R1 R2

実績値 目標値

文化財への保存・活用への取組状況（施策②）

啓発活動の成
果により目標
達成。
事業未実施の
市町村に対し
ては引き続
き、重点的に
啓発を実施

(％)

56.6

70.1

80.5

50 59
64

70

50

70

90

H29 H30 R1 R2

実績値 目標値

【ほか３つの関連指標】

<総合計画施策推進状況>【施策の詳細については、評価調書をご覧ください】（※）はコロナの影響等があった施策

（※）

（※）

http://www.pref.hokkaido.lg.jp/ss/sks/R2kihonchousyo/check/1110PDC.pdf
http://www.pref.hokkaido.lg.jp/ss/sks/R2kihonchousyo/check/0313PDC.pdf
http://www.pref.hokkaido.lg.jp/ss/sks/R2kihonchousyo/check/0314PDC.pdf




施策名 課題等 主な取組 《》内はコロナの影響 総合評価

①赤れんが
庁舎の利
用促進

・重要文化財である「赤れんが
庁舎」について、様々な活用
が期待されている

・建物や設備の老朽が進んでい
るほか、耐震対策やﾊﾞﾘｱﾌﾘｰな
ど改善すべき課題がある

○赤れんが庁舎の改修工事を実施
○北海道の歴史、文化・観光情報の発信拠
点として施設の魅力向上が図られるよう
管理運営方法や展示方法の検討を進める

○リニューアルについて周知拡大を図るた
め、パネル展を開催

効果的な
取組を検
討し引き
続き推進

②地域にお
ける文化
・芸術活
動の振興

・人々の生活意識や価値観の多
様化などを背景として、文化
に対する関心や期待が高まっ
ている

・本道の芸術文化の取組を推進
することが必要

○芸術鑑賞など、文化に接する機会を提供
する団体や文化事業に対する支援

○文化の向上発達に関して功績の顕著な者
への表彰

《公演の中止等》

効果的な
取組を検
討し引き
続き推進

3 分 野：人・地域

先人から受け継い
だ財産を活かした

新たな展開

①赤れんが庁舎の
利用促進
（総務部）

文化に触れ
る機会など
の充実

【政策の方向性と施策の関係】

施設の積極的
な活用

赤れんが庁舎入館者数（人）（施策①②)

※令和元年度
10月から、改
修工事のため閉
館

【総合計画の指標】

(人)

B 政策の方向性：先人から受け継いだ財産を活かした新たな展開

(4) 政 策 の 柱：ふるさとの歴史・文化の発信と継承

②地域における
文化・芸術活動の

振興
（環境生活部）

施策間連携

689580

695905

665000

680000

640000

660000

680000

700000

H29 H30

実績値 目標値

<総合計画施策推進状況>【施策の詳細については、評価調書をご覧ください】（※）はコロナの影響等があった施策

（※）

http://www.pref.hokkaido.lg.jp/ss/sks/R2kihonchousyo/check/0106PDC.pdf
http://www.pref.hokkaido.lg.jp/ss/sks/R2kihonchousyo/check/0315PDC.pdf




施策名 課題等 主な取組 《》内はコロナの影響 総合評価

①教育分野
における
文化・芸
術活動の
振興

・文化に対する関心や期待が高
まっていることへの対応が必要

・地域文化振興の取り組みが必要

○出張ｱｰﾄ教室や鑑賞支援ﾂｰﾙの提供な
ど、芸術文化に接する機会の充実

○「アートギャラリー北海道」の取組
など美術館等を核とする地域文化の
振興や魅力発信

○道立美術館のインバウンド対応や情
報発信の充実

概ね順調
に展開

②地域にお
ける文化
・芸術活
動の振興

・人々の生活意識や価値観の多様
化などを背景として、文化に対
する関心や期待が高まっている

・本道の芸術文化の取組を推進す
ることが必要

○芸術鑑賞など、文化に接する機会を提
供する団体や文化事業に対する支援

○文化の向上発達に関して功績の顕著
な者への表彰

○北海道デジタルミュージアムの開館
に向けたﾋｱﾘﾝｸﾞやｱﾝｹｰﾄ調査の実施

《公演の中止等》

効果的な
取組を検
討し引き
続き推進

3 分 野：人・地域

生活に潤いと豊か
さをもたらす芸術

文化の振興
①教育分野におけ
る文化・芸術活動

の振興
（教育庁）

文化に触れ
る機会など
の充実

【政策の方向性と施策の関係】

生涯を通じて
文化に親しむ
ことのできる
環境づくり

道立美術館等の入館者数（施策①)

「アートギャラ
リー北海道」事
業を開始し、連
携館との展覧
会、広報活動、
イベントなどの
実施の効果によ
り、目標達成

道内市町村や文
化団体等と連携
し、魅力ある企
画の立案・公演
等の実施に取り
組んだ結果、来
場者からの高い
評価を受けた

北海道文化財団補助事業参加者満足度（％）
（施策②）

【総合計画の指標】

(％)

(人)

C 政策の方向性：生活に潤いと豊かさをもたらす芸術文化の振興

(4) 政 策 の 柱：ふるさとの歴史・文化の発信と継承

②地域における
文化・芸術活動の

振興
（環境生活部）

88.9 88.7 88.7

90 90 90

88

89

90

91

H29 H30 R1 R2

実績値 目標値

施策間連携

937498 960347
816926

700000 728000 746000

764000

0
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400000

600000

800000

1000000

H29 H30 R1 R2

実績値 目標値

文化会館入館者数（万人）（施策①②）

※実績値は３
年毎に実施さ
れる文部科学
省の調査（社
会教育調査）
による

(万人)

48 48 48

0

20

40

60

H30 R1 R2

実績値 目標値

【関連指標】

北のまんが大賞応募作品数（施策②）

※今年度新
たに設定し
た指標のた
め、実績な
し

(作品)

55

101
75

0

50

100

150

H28 R1 R2

実績値 目標値

<総合計画施策推進状況>【施策の詳細については、評価調書をご覧ください】（※）はコロナの影響等があった施策

（※）

http://www.pref.hokkaido.lg.jp/ss/sks/R2kihonchousyo/check/1110PDC.pdf
http://www.pref.hokkaido.lg.jp/ss/sks/R2kihonchousyo/check/0315PDC.pdf




施策名 課題等 主な取組 《》内はコロナの影響 総合評価

①地域ス
ポーツ活
動の推進
と環境の
充実

・目的に応じてスポーツに親しむ
ことができるスポーツ環境の充
実が必要

・様々な人々が参加でき地域住民
が主体的に運営できる組織づく
りを進めることが必要

○総合型地域スポーツクラブの普及に
向けた講習会の実施、専門家の派遣

○「道立スポーツ施設」の運営・管理
○小学生向けスポーツ体験教室の実施

概ね順調
に展開

②都市公園
の整備・
維持管
理・更新
の推進

・高度経済成長期に整備された都
市公園施設等の社会資本の老朽
化が進行

・すべての人が安心して利用でき
るよう、公園施設のバリアフ
リー化を進めることが必要

○長寿命化計画に基づく道立都市公園
施設の改築更新の推進

○長寿命化計画を策定する市町村に対
する指導・助言

○道立公園の指定管理業務による適切
な維持管理

○道立公園の施設のバリアフリー化の
推進

概ね順調
に展開

3 分 野：人・地域

地域スポーツ活動
の推進と環境の

充実
①地域スポーツ活
動の推進と環境の

充実
（環境生活部）

社会ニーズ
の変化に対
応した施設
のリニュー
アル

【政策の方向性と施策の関係】

道民自ら進ん
で参画するス
ポーツ環境の
充実

本道の成人の週１回以上のスポーツ実施率(%)
（施策①②）

直近の実績値
では、９割近
い達成率であ
り、地域ス
ポーツ推進事
業等の効果が
現れていると
考える

【総合計画の指標】

(％)

A 政策の方向性：地域スポーツ活動の推進と環境の充実

(5) 政 策 の 柱：世界に飛躍するスポーツ王国北海道の実現

②都市公園の整
備・維持管理・更

新の推進
（建設部）

施策間連携

59
58

65 65 65

50

55

60

65

70

H28 H30 R2

実績値 目標値

<総合計画施策推進状況>【施策の詳細については、評価調書をご覧ください】（※）はコロナの影響等があった施策

http://www.pref.hokkaido.lg.jp/ss/sks/R2kihonchousyo/check/0316PDC.pdf
http://www.pref.hokkaido.lg.jp/ss/sks/R2kihonchousyo/check/0806PDC.pdf




施策名 課題等 主な取組 《》内はコロナの影響 総合評価

①世界で活
躍する
トップア
スリート
の育成

・本道の競技スポーツは、特に冬
季スポーツで目覚ましい活躍

・競技力を引き続き高めていくた
めに、競技人口の減少や指導者
の確保などへの対応が必要

・世界の舞台で活躍する競技者の
育成などが必要

○冬季3競技での有望選手発掘・育成
○競技団体が実施する強化合宿へ補助
○学校等と連携したパラアスリート発
掘と競技普及

○国体、障がい者スポーツ大会への選
手の派遣に対する支援

○合宿誘致の促進
《東京ｵﾘﾊﾟﾗ、国体関連事業の延期等》

効果的な
取組を検
討し引き
続き推進

3 分 野：人・地域

世界の舞台で活躍
するトップアス
リートの育成

①世界で活躍する
トップアスリート

の育成
（環境生活部）

国際レベルの競技
大会やスポーツ合
宿の誘致

【政策の方向性と施策の関係】

戦略的な選手強
化及び指導者の
充実

本道出身のオリンピック・パラリンピック
出場者数(人・暦年）（施策①)

リオデジャネイ
ロ大会、平昌大
会において、前
回大会以上の選
手が出場し、競
技力向上に向け
た様々な事業に
よる効果が着実
に現れ目標達成

【総合計画の指標】

(人)

B 政策の方向性：世界の舞台で活躍するトップアスリートの育成

(5) 政 策 の 柱：世界に飛躍するスポーツ王国北海道の実現

20

72

17

60

0

50

100

h28（夏） h29（冬）

実績値 目標値

<総合計画施策推進状況>【施策の詳細については、評価調書をご覧ください】（※）はコロナの影響等があった施策

（※）

http://www.pref.hokkaido.lg.jp/ss/sks/R2kihonchousyo/check/0317PDC.pdf




施策名 課題等 主な取組 《》内はコロナの影響 総合評価

①市町村自
治の振興

・自治体間の広域的な連携がこれ
まで以上に必要

・市町村の財政健全化の取組に、
適切な助言が必要

○各地域において広域連携のあり方や地域
課題解決の方向性を示す広域連携前進プ
ランの策定

○市町村財政の健全な運営に向けた助言等
《会議の延期等》

効果的な
取組を検
討し引き
続き推進

②地方分権
の推進

・地域の創意と主体性を発揮し、
活気に満ちた地域社会をつくっ
ていくことが必要

・地方分権改革の推進が必要

○提案募集方式の新たな提案の掘り起こし
○北海道道州制特別区域計画の延長など、
制度継続に必要な事務手続

○新規道民アイデアの募集

概ね順調
に展開

③地域政策
の推進

・人口減少や少子高齢化の進行に
より、多分野への影響が懸念

・地域特性を活かし、多様な連携
による地域振興を推進する必要

○ほっかいどう応援団会議を活用した道内
市町村への支援獲得

○自転車の活用等の推進
○官民連携によるネットワークの構築
《ｾﾐﾅｰ、ｲﾍﾞﾝﾄの延期、開催方法の変更等》

効果的な
取組を検
討し引き
続き推進

④移住・定
住の推進

・首都圏への進学や就職等による
転出超過の傾向

・関係人口の創出・拡大による地
域の活性化が必要

○首都圏等での相談対応の実施、移住関
連情報の発信、PRイベントの開催

○地域おこし協力隊向け研修会の開催
《移住相談・各種ｲﾍﾞﾝﾄのｵﾝﾗｲﾝ開催》

効果的な
取組を検
討し引き
続き推進

個性と魅力を活か
し様々な連携で支
え合う地域づくり ④移住・定住の

推進
（総合政策部）

③地域政策の推進
（総合政策部）

②地方分権の推進
（総合政策部）

①市町村自治の
振興

（総合政策部）

市町村の機
能面での充
実強化

分権型社会
の構築

持続可能で質
の高い暮らし
をめざす

まちづくりを
担う多様な主
体を育成

【政策の方向性と施策の関係】

3 分 野：人・地域

(6)  政 策 の 柱：連携・協働・交流による未来に向けた地域づくり

A    政策の方向性：個性と魅力を活かし様々な連携で支え合う地域づくり

国や道の広域連携制度に取り組む地域数
(施策①)

本道からの転出超過数(暦年）（施策③④）

若年層を中心に
進学や就職によ
る転出超過が続
いているが、外
国人受入環境整
備により外国人
の転入が増加
し、目標達成

R1年度までに連
携中枢都市圏１
圏域、定住自立
圏13圏域、モデ
ル事業11圏域の
計25圏域（重複
1）で広域連携が
取り組まれ目標
を達成

【総合計画の指標】

(地域) (人)

特区制度等を活用した権限移譲及び規制緩和等
に関する国への提案数（施策②）

目標未達である
が、道から1項
目、市町村から
7項目の計8項目
の提案がされ、
昨年度から増加

(提案)

【関連指標】

【ほか１４の関連指標】

23 25 25
21

25 25 25

15
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30

H29 H30 R1 R2
実績値 目標値

2890 3715
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1 1

8

10 10 10 10

0

5

10

H29 H30 R1 R2

実績値 目標値

北海道の移住・定住情報を発信するサイトの
アクセス数(施策④)

本道への移住に
対する関心の高
まりを背景に、
効果的に情報発
信を行うことで
多くの閲覧が
あった

(件)
308619

296785

300000

309000

290000

300000

310000

H30 R1 R2

実績値 目標値

<総合計画施策推進状況>【施策の詳細については、評価調書をご覧ください】（※）はコロナの影響等があった施策

（※）

（※）

（※）

http://www.pref.hokkaido.lg.jp/ss/sks/R2kihonchousyo/check/0209PDC.pdf
http://www.pref.hokkaido.lg.jp/ss/sks/R2kihonchousyo/check/0207PDC.pdf
http://www.pref.hokkaido.lg.jp/ss/sks/R2kihonchousyo/check/0216PDC.pdf
http://www.pref.hokkaido.lg.jp/ss/sks/R2kihonchousyo/check/0215PDC.pdf




施策名 課題等 主な取組 《》内はコロナの影響 総合評価

①地域のグ
ローバル
化に向け
た環境整
備等

・国際化の進展、新たな在留資
格の創設等に対応した多文化
共生社会の実現に向けた取組
が必要

○姉妹・友好提携地域等を通じた国際交流
○道内外国公館との連携
○多文化共生総合相談ワンストップセン
ターの運営

○研修会の開催等による多文化共生の取組
の促進

○災害時における多言語支援の取組の強化
《渡航制限による関連事業の中止等》

効果的な
取組を検
討し引き
続き推進

3 分 野：人・地域

国際交流と
多文化共生
の推進

①地域のグロー
バル化に向けた
環境整備等

（総合政策部）

【政策の方向性と施策の関係】

多文化共生社
会の実現に向
けた取組

【総合計画の指標】

B 政策の方向性：国際交流と多文化共生の推進

(6) 政 策 の 柱：連携・協働・交流による未来に向けた地域づくり

外国人居住者数(暦年）（施策①）

道内の外国公館や
JICA北海道、北海
道国際交流・協力
相互センターとの
連携、イベントへ
の後援等、国際交
流や多文化共生社
会の推進に資する
取組の効果が表れ
目標達成

(人)

32408
36899

42485

24752
28794 30109

39000

0

20000

40000

60000

h29 h30 r1 r2

実績値 目標値

<総合計画施策推進状況>【施策の詳細については、評価調書をご覧ください】（※）はコロナの影響等があった施策

（※）

http://www.pref.hokkaido.lg.jp/ss/sks/R2kihonchousyo/check/0212PDC.pdf




施策名 課題等 主な取組 《》内はコロナの影響 総合評価

①北方領土
復帰対策
等の推進

・返還要求運動後継者の育成対策

・北方領土問題に対する若年層の
理解、関心を高める取組の強化

・北方領土隣接地域の振興対策

・効果的な北方四島交流事業のあ
り方の検討

・共同経済活動の推進

○SNS等を活用した情報発信、北方領土
返還要求運動署名活動などの啓発活動
の実施

○北方墓参や四島交流事業の実施
○（公社）千島連盟への助成など元島民
への支援

○北方領土隣接地域振興の諸施策の実施
○共同経済活動の「観光」及び「ゴミ処
理」分野のパイロットプロジェクトの
実施

《北方墓参を含む四島交流等事業の中止》
《北方領土上空慰霊の実施》
《インターネットやデジタルメディアを
活用した啓発活動の実施》

効果的な
取組を検
討し引き
続き推進

3 分 野：人・地域

北方領土の
早期返還と

隣接地域の振興

①北方領土復帰対策
等の推進
（総務部）

【政策の方向性と施策の関係】

北方領土返還要求署名数（万人）（施策①)

関係団体等と一
体となった啓発
活動の展開な
ど、北方領土復
帰対策に係る各
種事業の確実な
実施により、国
民世論の結集が
図られている

【総合計画の指標】

(万人)

C 政策の方向性：北方領土の早期返還と隣接地域の振興

(6) 政 策 の 柱：連携・協働・交流による未来に向けた地域づくり
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実績値 目標値

<総合計画施策推進状況>【施策の詳細については、評価調書をご覧ください】（※）はコロナの影響等があった施策

（※）

施策の展開

http://www.pref.hokkaido.lg.jp/ss/sks/R2kihonchousyo/check/0107PDC.pdf




施策名 課題等 主な取組 《》内はコロナの影響 総合評価

①社会資本整
備等の推進

・高度経済成長期に整備された
橋梁などの社会資本の老朽化
が進んでいる

・「選択と集中」の観点に立
ち、戦略的・効果的な社会資
本整備を進める必要

○「新・ほっかいどう社会資本整備の重点
化方針」の推進に向けた取組を実施

○北海道ｲﾝﾌﾗ長寿命化計画に基づき、個別
施設計画の策定について働きかけ

○国に対して、財政支援の拡充及び予算の
確保についての提案・要望を実施

概ね順調
に展開

②大規模自然
災害対策の
推進

・公共土木施設の老朽化が進行
・長寿命化計画を策定する必要

○公物管理パトロール業務､維持管理業務
○緊急輸送道路上等における橋梁の耐震補強
○北海道橋梁長寿命化計画及び大型構造物
等長寿命化修繕計画に基づく修繕等

概ね順調
に展開

③下水道施設
の整備・維
持管理・更
新の推進

・汚水処理施設の未整備地区に
ついて、早期に概成する必要

・施設の老朽化が進行

○未整備地区の施設整備を促進
○下水道施設の長寿命化計画に基づく改築
更新を推進

○下水道BCPの作成、見直しの指導・助言

概ね順調
に展開

④都市公園の
整備・維持
管理・更新
の推進

・都市公園施設等の社会資本の
老朽化が進行

・多くの人が集まる公園施設の
耐震化を進めることが必要

○道立都市公園施設の改築更新の推進
○都市公園における社会資本総合整備計画
の策定及び推進管理

○道立公園の建築物の耐震化の取組の推進

概ね順調
に展開

産業活動や暮らし
を支える社会資本
の戦略的・効果的

な整備

④都市公園の
整備・維持管理
・更新の推進
（建設部）

③下水道施設の
整備・維持管理
・更新の推進
（建設部）

②大規模自然災害
対策の推進
（建設部）

①社会資本整備等
の推進

（総合政策部）

インフラ機
能の確保

既存施設の長寿
命化、適切な維
持管理

公園施設の
改築更新

早期の施設整
備、計画的な
改築更新

【政策の方向性と施策の関係】

3 分 野：人・地域

(7)  政 策 の 柱：持続可能な社会・経済を支える社会資本の整備

A    政策の方向性：産業活動や暮らしを支える社会資本の戦略的・効果的な整備

個別施設ごとの長寿命化計画策定率
(施策①②③④)

下水道施設の長寿命化計画策定率 （％）
（施策③）

事業に必要な
計画策定は継
続事業におい
て遅滞なく行
われている

個別施設計
画の策定は
最終目標年
次（R2）に
向け、計画
どおり進め
られている

【総合計画の指標】

(％)
(％)

地震対策上重要な下水管渠の地震対策実施率
（施策③）

適切な施設管
理及び計画的
な事業要望に
より、必要な
対策が図られ
ている

(％)

【関連指標】

【ほか６つの関連指標】

58.3
72.2

78.4

52.8
72.2

86.5 100

0

50

100

H29 H30 R1 R2

実績値 目標値

【関連指標】

83.9
89

92.9
84.5

92.3 93.4 100

70

80

90

100

H29 H30 R1 R2

実績値 目標値

道立公園における長寿命化計画の進捗率
（施策④）

※今年度
新たに設
定した指
標

(％)

46.4

57.1

100

0

50

100

R1 R2 R6

実績値 目標値

49.9
40.3

44.650 50

43.7

44

0

50

H29 H30 R1 R2

実績値 目標値

<総合計画施策推進状況>【施策の詳細については、評価調書をご覧ください】（※）はコロナの影響等があった施策

http://www.pref.hokkaido.lg.jp/ss/sks/R2kihonchousyo/check/0806PDC.pdf
http://www.pref.hokkaido.lg.jp/ss/sks/R2kihonchousyo/check/0807PDC.pdf
http://www.pref.hokkaido.lg.jp/ss/sks/R2kihonchousyo/check/0802PDC.pdf
http://www.pref.hokkaido.lg.jp/ss/sks/R2kihonchousyo/check/0202PDC.pdf




施策名 課題等 主な取組 《》内はコロナの影響 総合評価

①総合交
通ネッ
トワー
クの形
成

・鉄道は定時性・大量輸送に優れ
た交通手段として重要な役割を
担っている

・新千歳空港を含む道内空港の機
能整備などを進めることが必要

・地域の交通や物流の確保に向け
た取組の推進が必要

○北海道新幹線の利用促進等の推進
○地域におけるモノの輸送の効率化
○本道における貨物輸送体制の検討
○鉄道網の持続的な確保に向けた取組へ
の地域独自の支援

○新千歳空港の国際拠点空港化や地方空
港の国際化の促進

○道内空港の運営に係る民間委託の推進
《国際線の運休》

効果的な
取組を検
討し引き
続き推進

②道路交
通ネッ
トワー
クの形
成

・住民生活や地域活性化に不可欠
なインフラ整備が十分に進んで
いない

・国内外との交流人口の拡大と、
その効果の全道への波及が重要

○道内の高規格幹線道路の建設促進・機
能向上のための要望活動

○物流拠点やICなどへのアクセス道路等
の整備や冬期交通確保対策の推進

○過去に死傷事故が発生した箇所におけ
る事故対策や通学路における歩道設置

概ね順調
に展開

3 分 野：人・地域

連携と交流を支え
る総合的な交通
ネットワークの

形成
①総合交通ネット
ワークの形成
（総合政策部）

地域交通の安
定的な確保

【政策の方向性と施策の関係】

戦略的な交通
ネットワーク
を構築

道内空港の国際線利用者数（万人）（施策①) 道内空港の国内線利用者数（万人）（施策①）

利用促進事業
の実施、LCC
就航による新
たな航空需要
が創出される
など、道内空
港の国内線利
用者数が増加
し、目標達成

新千歳空港の
国際拠点化
や、戦略的な
誘致活動の展
開により、国
際線就航便数
や国際線利用
者数が増加
し、目標達成

【総合計画の指標】

(万人）
(万人)

【ほか２つの関連指標】

B 政策の方向性：連携と交流を支える総合的な交通ネットワークの形成

(7) 政 策 の 柱：持続可能な社会・経済を支える社会資本の整備

②道路交通ネット
ワークの形成
（建設部）

【関連指標】

順調に橋梁の
修繕・更新が
図られている
ところであ
り、引き続き
橋梁補修を進
める

橋梁の予防保全率（道道）（％）（施策②）

(％）

施策間連携

305
374 350

237 253
285 285

0

200

400

H28 H29 H30 R1

実績値 目標値

【関連指標】

2530
2559

2516

2451
2478 2505

2532

2300

2400

2500

2600

H29 H30 R1 R2

実績値 目標値

63.4
67.3

82

60
65

76

88

60

70

80

90

H29 H30 R1 R2

実績値 目標値

道路防災総点検における防雪に関する道路の要
対策箇所の対策率（道道）（％）（施策②）

75.4

77.6 77.6
75

78
81 84

70

80

90

H29 H30 R1 R2

実績値 目標値

地吹雪等の危険
箇所における防
雪対策が図られ
ているところで
あり、引き続き
防雪対策を進め
る

(％)

<総合計画施策推進状況>【施策の詳細については、評価調書をご覧ください】（※）はコロナの影響等があった施策

（※）

http://www.pref.hokkaido.lg.jp/ss/sks/R2kihonchousyo/check/0204PDC.pdf
http://www.pref.hokkaido.lg.jp/ss/sks/R2kihonchousyo/check/0803PDC.pdf



